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本論文で用いる主な記号 

 

記 号 内 容 単 位 

A Johnson-Cook構成則の降伏応力 MPa 

B Johnson-Cook構成則の硬化係数 MPa 

b 砥粒を覆う結合剤の厚さ比  

C Johnson-Cook構成則のひずみ速度係数  

c 粘着力 MPa 

D 砥石外径 mm 

d 飛翔体直径 mm 

de 破損限界エネルギー評価式における飛翔体直径換算値 mm 

df カバー材の破断直径または飛翔体先端部の損傷直径 mm 

E ヤング率 GPa 

Ec 飛翔体の衝突エネルギー J 

Ef 破損限界エネルギー評価式における破損限界エネルギー J 

Eg 砥粒材料のヤング率 GPa 

Em 線形硬化弾塑性体の接線係数 GPa 

Ep 貫通境界エネルギー J 

Epmin 最小破断エネルギー J 

Etrans 砥石片の並進エネルギー J 

F 砥石の圧縮強度と圧縮面積の積 kN 

f'c 修正 NDRC式におけるコンクリートの圧縮強度 MPa 

�̅�g 砥石の平均粒径 mm 

 

 

 



 

 

記 号 内 容 単 位 

h SPH粒子のスムージング長 mm 

hs 基準 SPH粒子に対応する基準スムージング長 mm 

I1 応力の 1次不変量 MPa 

J2 偏差応力の 2次不変量 MPa2 

K BRL式における鋼板の分類係数  

k Drucker-Prager構成則の係数 MPa 

k1 衝突実験式の係数 1 J/mm2 

k2 衝突実験式の係数 2 mm 

k3 衝突実験式の係数 3 mm 

km せん断強さ MPa 

L 発射管長さ mm 

l ソリッド要素長 mm 

l1 速度計 A と Bの距離 mm 

lb 飛翔体構成要素の高さ mm 

lp 飛翔体の全長 mm 

ls 基準 SPH粒子に対応する基準ソリッド要素長 mm 

m 研削砥石および砥石製飛翔体の質量 kg 

mg+b 砥粒・結合剤簡略化モデル 1個あたりの質量 kg 

mi SPH粒子 iの質量 kg 

msph 任意のソリッド要素長 lに対応する SPH粒子の質量 kg 

msph,s 基準 SPH粒子 1個あたりの質量 kg 

N 修正 NDRC式における飛翔体先端形状係数  

n Johnson-Cook構成則の硬化指数  

 

 



 

 

記 号 内 容 単 位 

P 圧力タンク内の空気圧 MPa 

Q 砥石内外径比  

q Johnson-Cook構成則の温度指数  

R 流動応力 MPa 

Re 降伏応力 MPa 

Rm 引張強さ MPa 

r 発射管内径 mm 

rg 砥粒の半径 mm 

ri 研削砥石の内径 mm 

ro 研削砥石の外径 mm 

Sb 結合剤の断面積 mm2 

Sc 圧縮試験における圧縮面積 mm2 

Sg 砥粒の断面積 mm2 

s 粒度の標準偏差  

T 研削砥石の厚さ mm 

T* Johnson-Cook構成則の相対温度  

t カバー材板厚 mm 

tA,in  tB,in  速度計 Aおよび Bに対する飛翔体侵入時間 s 

tA,out  tB,out 速度計 Aおよび Bにおける飛翔体通過時間 s 

tp 砥石回転方向のカバー材板厚 mm 

ts 砥石軸方向のカバー材板厚 mm 

U 全塑性仕事(応力－ひずみ線図の面積) J/mm3 

V 砥石周速度 m/s 

Vb 結合剤の体積 mm3 

 



 

 

記 号 内 容 単 位 

Vg 砥粒の体積 mm3 

Vg+b,s 基準砥粒・結合剤の体積 mm3 

v 飛翔体発射速度 m/s 

v1～4 飛翔体速度の計測結果 m/s 

vi 粒子法における SPH粒子 iの速度 m/s 

𝑣�̂� XSPH補正後の SPH粒子 iの速度 m/s 

vj SPH粒子 jの速度 m/s 

W カーネル関数  

Wi SPH粒子 iのカーネル関数  

Wj SPH粒子 jのカーネル関数  

w 帯板の幅 mm 

X 修正 NDRC式における飛翔体貫入量 mm 

x 距離または座標 mm 

xi SPH粒子 iの座標 mm 

xj SPH粒子 jの座標 mm 

YR 降伏比(降伏応力/引張強さ)  

zc 圧縮試験における圧縮変位 mm 

λ 砥石片の角度 ° 

�̂� 砥石片の角度 rad 

α Drucker-Prager構成則の係数  

αD 粒子法における次元を表す係数  

αcs XSPHの補正係数  

αt 破損限界エネルギー評価式における鋼板の流動応力係数  

βp 破損限界エネルギー評価式における飛翔体の流動応力係数  

 



 

 

記 号 内 容 単 位 

Δmg+b 砥粒及び結合剤の微小質量 kg/mm 

Δmg+b,s 基準砥粒・結合剤の任意断面における微小質量 kg/mm 

Δmsph,s 基準 SPH粒子の微小質量 kg/mm 

ε ひずみ  

𝜀̇ ひずみ速度 s-1 

𝜀̇∗ Johnson-Cook構成則の相対ひずみ速度  

εb カバー材の破断伸びまたは砥石の圧縮破断ひずみ  

εp Johnson-Cook構成則の相当塑性ひずみ  

θ 円錐形飛翔体の先端角度 ° 

μb 砥石の結合剤率 vol. % 

μg 砥石の砥粒率 vol. % 

ρ 砥石または飛翔体の密度 kg/m3 

ρb 結合剤の密度 kg/m3 

ρg 砥粒の密度 kg/m3 

ρg+b 砥粒と結合剤の混合密度 kg/m3 

ρi SPH粒子 iの密度 kg/m3 

ρj SPH粒子 jの密度 kg/m3 

σ 砥石の圧縮流動応力 MPa 

σe 砥石の圧縮降伏応力 MPa 

σg 砥粒材料の圧縮強度 MPa 

σm 砥石の圧縮強度 MPa 

φ 砥石の内部摩擦角 ° 
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第１章 序 論 

１．１ 労働災害と工作機械 

１．１．１ 労働災害の発生と防止 

労働災害のリスクを低減させることは，産業界共通の課題である．図 1. 1 に国内における

労働災害発生件数を示す．労働災害発生件数(死傷)は 1961 年に最大の 48 万件に上った

が，1972 年の労働安全衛生法制定等を経て長期的な減少をたどり 1)，2000年には 13万件

と，ピーク時のおよそ 1/4 程度まで減少した 2)．しかし，その後は減少傾向の鈍化，横ばいが

続き 3)，2019 年では死傷 125611 名，死亡 845 名となっている 2)．労働災害による死傷は当

事者やその家族の人生に重大な影響を及ぼすことはもちろん，経済的な損質も GDP の約

4%に上るとされるなど 4)，労働者，管理者双方にとって非常に重大な問題である． 

業種別の労働災害では，製造業における死傷件数が全産業の 21.4%と最も発生数が多く

なっており，死亡件数においても建設業の 31.8%に次ぐ 16.7%となっている 2)．若干の変動

はあるものの，製造業と建築業が国内の労働災害の多くを占める傾向は半世紀以上変化し

ておらず 5)～7)，労働災害の問題を考える上で，製造業が担う責任は大きい．製造業の労働

災害は機械設備によるものが約 40%と全産業の平均 25%と比べて高いのが特徴であり 8)，

その内の約 20%を占める工作機械の安全性は特に重要である． 

工作機械を含む産業機械の労働災害を減らすアプローチには，主に作業現場での安全

確保を目的とする労働安全衛生と，安全な機械システムを設計・構築することを目的とする

機械安全の分野がある 9)．例えば労働災害発生率と当事者の年齢について調査した三浦ら

の報告 10)や，旋盤用安全シミュレータを開発し学生への安全教育を行った千葉らの報告 11)

は前者の労働安全衛生に，産業安全分野におけるフェールセーフ技術を整理した梅崎らの

報告 12)は機械安全に重きを置いたものといえる．国内における従来の労働災害防止対策は，

災害の発生原因をヒューマンエラーと捉え，教育・訓練によって処置を行う管理的対策が主

であり，機械安全に関する取り組みについては欧米に比べて遅れていたとする指摘も多い

13)～15)．世界の潮流は設計段階での対策を重視することで安全な機械を設計・製造するもの

となっており，労働災害の減少を目指す上で工作機械も例外ではない．特に，機械の設計・
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製造において前提となる機械類の安全性を規定した国際標準化機構(ISO)による ISO 規格

については，その改正および日本を含む各国独自の安全規格に対する国際整合化が進め

られており 16)17)，工作機械が持つ労働災害リスクを考慮し，今一度適切な安全機構を検討

する必要がある． 

  

 

  

 

図 1. 1 国内における労働災害発生件数 2)  

(死傷者の対象は 1972 年まで休業 8日以上，1973年以降は休業 4日以上) 
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１．１．２ 機械安全と国際規格 

近年の ISO 規格の改正は，1992 年に欧州の規制制定委員会(CEN)と国際標準化機構

(ISO)の間でウイーン協定が締結されたことに端を発している．この協定により，CEN と ISO

が共同で機械安全に関する規定を検討することとなり，CEN の標準規格(EN 規格)を実質的

な基礎とした ISO 規格の制定が進められている 3)．さらに，国内においてもWTO/TBT協定

18)に基づき JIS規格の国際整合化が進められている．  

図 1. 2に ISO規格の構造を示す．ISOにおける機械安全の規格は 3段階(A，B，C規格)

の階層化がなされており，個別の機械に対する安全要求事項を規定した C 規格は，より広

範な機械に適用される B 規格および安全に関する基本原則を示した A 規格に準拠した内

容となっている 9)．A 規格には安全な機械を設計・製造するためのガイドラインを示した ISO 

12100(機械類の安全性)があり，機械の安全方策としては①設計によるリスクの低減，②安全

防護によるリスクの低減，③追加予防策の実施，④残留リスクの情報提示の優先順位で実施

するよう定められている 8)．リスクの定義については ISO/IECガイド 5119)における安全の概念

において，実際に事故が起きた場合に想定される物理的，健康的な危害の大小に基づき，

①広く受け入れ可能，②許容可能，③受け入れ不可能に区分されており，③の受け入れ不

可能なリスクを設計・製造段階の追加の予防策までで排除することが，ISO における安全の

定義である 9)．  

機械災害防止のための安全防護の基本的な考え方として，ISO 12100では「隔離による安

全防護」と「停止による安全防護」が示されている 20)21)．これは，機械災害はその原因となる

エネルギーが作業者に到達することによって生じると解釈でき，到達のリスクを低減する隔離

と，エネルギーそのものを低減する停止が有効な手段となるためである 22)．この内，停止に

ついてはあくまで隔離が困難な場合や一時的に隔離を解除する必要がある場合の対策とさ

れており，主体となるのは隔離である．また，隔離の主な手段としては危険源から作業者を

保護するために設置される覆いがあり，設計及び製作のための一般要求事項を規定し

た B規格である ISO 1412023)にその指針が示されている．覆いの役割としては，作業者の接

近抑止，放出部品，流体および危険物質の封じ込め，騒音や放射の低減などがあげられる． 
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１．１．３ 工作機械の覆い 

WTO/TBT協定 18)に基づく JIS規格の国際整合化の流れは工作機械も例外ではない．例

えば旋盤については ISO 2312524)に準拠した JIS B 603125)が 2014年に発行されている．

研削盤については EN 1312826)を基礎とした ISO 1608927)が 2015年に施行され， ISO に準

拠した JIS B 6033 28)が 2018 年に発行された．ISO 規格の基礎となる EN 規格は工作機械に

関して最も厳しい安全規格とされており 21)，ISO 規格の JIS 規格化は基本的に従来の国内

法に比べ，製造者に対し詳細かつ厳しい規制を課すこととなる． 

図 1. 3 に一例として研削盤の主な安全機構を示す．このうち，砥石カバーおよび工作

領域エンクロージャが ISO 1412023)に基づく隔離による安全防護のための覆いに該当

し，非常停止ボタンが ISO 1385029)に基づく停止による安全防護の役割を持つ．ここ

で，工作機械の安全機構における覆いの主な役割は，危険区域への接近抑止と放出部

品の封じ込めにある． 

工作機械は金属や硬脆材料等を所望の形状に加工する機械であり，切削形工作機械

には旋盤，フライス盤，研削盤，ボール盤等，用途に応じ様々な形式があるが，その

 

図 1. 2 ISO 国際規格の階層構造 9)  

 

基本安全規格 

グループ安全規格 

個別機械安全規格 

A 

B 

C 

すべての機械類で利用可能な基本理念・設計原則 

広範囲の機械類で利用可能な安全・安全装置 

特定の機械に対する詳細な安全要件 

機械類の安全性 (ISO 12100) 

ガードシステム規格 (ISO 14120) 

インタロック規格 (ISO 14119) 

非常停止規格 (ISO 13850) 

など 

研削盤の安全性 (ISO 16089) 

旋盤の安全性 (ISO 23125) 

など 
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加工能力は基本的に被削材より高硬度かつ鋭利な工具を強制的に切り込ませることに

より成立しているため，工作機械の多くは高速回転部を有している．従って，重要な

構成要素そのものに不安全性を内包する工作機械の本質安全化には限界があり，覆い

による防護は接近抑止の観点で「はさまれ・巻き込まれ」「切れ・こすれ」，放出部品

の封じ込めの観点で「飛来・落下」といった類型の労働災害を防止するために重要で

ある． 

放出部品の封じ込めにおいて工作機械の覆いが主に想定するのは，工具および工作

物の飛散であり，特に回転部に把持される側が運動エネルギーの高さから衝突安全上重

視される．工具および工作物の飛散の原因としては把持不良や破壊が考えられるが，特に

破壊しやすい材質の工具ないし工作物を用いる場合は飛散リスクがより高くなり，安全防護

の重要度が増すこととなる． 

  

図 1. 3 研削盤の安全機構 

非常停止ボタン 

砥石カバー 

工作領域エンクロージャ 
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１．２ 放出部品としての研削砥石 

工作機械の覆いによる防護の主な対象となる飛散リスクの高い工具として，研削砥石があ

げられる．研削砥石は，高硬度材料を刃物状に成形，加工した切削工具と異なり，不定形の

鉱物質である砥粒を結合剤で固めて成形した脆性・多気孔な多刃工具である 30)．研削砥石

において結合剤による砥粒同士の結合力は大越式結合度試験機(改良ビット法) 31)により評

価され，結合度として A～Zのアルファベットで表されるが，一般に精密研削には低結合度，

重研削には高結合度の砥石が用いられ，加工中に適度な砥粒の脱落や自生作用を生じさ

せることで，研削砥石の切れ味を維持する．すなわち，研削砥石はある程度の破壊強度に

なるように製造された工具であり，破壊時の飛散リスクを工具そのものが内包している．  

研削砥石の破壊および飛散リスクが一般的な切削工具や工作物に比べて高いことは従

来から問題視されており，特に通常使用の延長において生じ得る遠心力破壊については

様々な検討がなされてきた．図 1. 4 に砥石片飛散の一例を示す．国内においては砥石周速

度 60～80m/s の高速研削の実用化や，研削盤に関する安全を規定した国内法である研削

盤等構造規格 32)が施行された 1970 年頃を中心に，砥石回転破壊試験装置の開発 33)や遠

心破壊強度に関する検討 34) 35)，あるいは砥石そのものの補強 36)といった遠心力破壊やその

抑制に関する報告が比較的活発に行われ，実際の災害事例についても整理されている

37)38)．さらにその後も遠心力破壊におけるフランジ締付力の影響 39)や，解析による破壊周速

度の推定手法 40)等が検討されてきた．また，国内法である研削盤等構造規格では回転試験

に基づき砥石の最高使用周速度を定めることが規定されており，実際の破壊周速度に対し

て 1.5 倍の安全率を考慮するものとしている．以上のように，研削砥石の破壊および飛散リス

クについては，破壊そのものの予防に重点が置かれてきた． 

一方，研削砥石の破壊は遠心力以外にも，砥石内部に潜在する内部欠陥や取り付け時

の不具合，あるいは作業者の操作ミス等の要因が考えられるものの，不意に砥石片が飛散し

てしまった場合の防護策，すなわち砥石カバーによる封じ込めについてはこれまで詳細な検

討がなされて来なかった．研削盤等構造規格において規定されている砥石カバー板厚の基

準作成において中心的な役割を果たした旧産業安全研究所において，現在確認できるの



7 

 

は，グラインダカバーの防護効果に関する研究報告 41)のみであり，砥石片の衝突によって砥

石カバーが破断あるいは貫通する事を防止するためのカバー材料や板厚に関する定量的

な検討は確認できない．また，その他の研究において砥石カバーの防護効果については，

遠心破壊試験や労働災害事例の紹介に付随した内容に留まっている 33)37)． 

国外においても，現行の ISO 16089の原型となった EN 13128は旋盤等の金属から成る工

具や工作物を主な飛散物と想定する工作機械の覆いに関する研究を基礎としており 42)，結

果的に規格内の試験方法でも焼入れ鋼製飛翔体が採用されるなど，砥石の衝突現象につ

いて十分な検討がなされているとはいえない．研削砥石の飛散による労働災害は小型のグ

ラインダによるものを除けば今日では決して件数の多いものではないが，厚生労働省のホー

ムページにおいても個別事例としてイラスト付きで詳細が紹介されている重大事故リスクの高

い事象である 2)．飛散した砥石片の衝突によって生じる大怪我，失明，最悪の場合の死亡と

いったリスクは明らかに ISO/IEC ガイド 5119)の受け入れ不可能なリスクに該当すると考えら

れ，砥石カバーの防護についてより適切な規定を検討する必要がある．  

 

図 1. 4 砥石破壊後の砥石覆い内部と砥石片飛散状況 30)  
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１．３ 研削盤の安全性に関する国際規格 

１．３．１ 砥石カバーの板厚規定 

現行規格の問題点を検討するために，まず現在の砥石カバーの板厚規定について整理

する．研削盤の安全性に関する国際規格 ISO 16089では，砥石カバーの材質と板厚が規定

されている．表 1. 1 に砥石カバーの材料に関する規定を示す．ISO 16089 において砥石カ

バーの材料として定められている材料は，金属製カバー材 8 種とポリカーボネートの計 9 種

類であり，各材料には対応する規格に基づき引張強さRm，降伏応力 Re，伸び εbについて満

たすべき最小値が示されている． 

砥石カバーの板厚については飛散する砥石片が持ちうる並進エネルギーEtrans が次の理

論式で求められることを前提として板厚を定めている． 

 

𝐸trans =
2

9 ∙ 𝜋
∙ 𝑚

(1 − 𝑄3)2

(1 − 𝑄2)2
∙
sin2 𝜆 2⁄

�̂� 2⁄
∙ 𝑉2 (1. 1) 

  

ここで，𝑚は研削砥石の質量，𝜆は砥石片の角度(°)，�̂�は砥石片の角度(rad)，𝑉は砥石周速

度，𝑄は砥石の内径𝑟𝑖と外径𝑟𝑜の比であり，𝜆 = 134°の時に砥石片の並進エネルギーは最

大となる(図 1. 5)．なお，回転エネルギーについては並進エネルギーに比べて非常に小さい

ため考慮しなくて良いものとしている．また，砥石片の最大並進エネルギーとカバー材板厚

の関係式は次の通り定められている． 

 

鋼板：   𝑡 = 0.4𝐸trans
0.37

 

鋳鋼：   𝑡 = 0.57𝐸trans
0.37

 

鋳鉄：   𝑡 = 0.92𝐸trans
0.37

 

鍛造アルミニウム合金： 𝑡 = 0.7𝐸trans
0.37

 

鋳造アルミニウム合金： 𝑡 = 1.8𝐸trans
0.37

 

(1. 2) 
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ここで，tはカバー材の板厚である．ISO 16089における最小板厚表は，表1. 2に示すように，

(1. 1)式および(1. 2)式に基づき，砥石周速度や砥石寸法(質量)から，1.5mm 以上かつ

0.5mm 刻みで板厚が規定されている．ここで，Tは砥石厚さ，Dは砥石外径，tpは砥石回転

方向のカバー材板厚，tsは砥石軸方向のカバー材板厚である．  

表 1. 1 ISO 16089 における砥石カバーの材料と機械的性質の最小値 21)  

  材 料 
引張強さ 
Rm MPa 

降伏応力 
Re MPa 

伸 び 
εb 

1 
Cold-reduced carbon steel sheet of commercial 
and drawing qualities 

270 140 0.28 

2 Cold-reduced steel sheet of structural quality 300 220 0.18 

3 Steels for general engineering purposes 340 215 0.17 

4 Cast carbon steels for general engineering purposes 450 230 0.22 

5 Spheroidal graphite cast iron 400 250 0.15 

6 Wrought aluminium alloys 310 260 0.1 

7 Cast aluminium alloys 200 - 0.03 

8 Hot rolled stainless plate 520 205 - 

9 Polycarbonate - 60 0.80 

 



10 

 

  

表 1. 2 ISO16089 における砥石カバー板厚表の一例 21) 

 

 

図 1. 5 飛散時の並進エネルギーが最大となる砥石片形状 21) 

砥石覆い 

研削砥石 

フランジ 
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１．３．２ 砥石カバーの試験方法 

 表 1. 2の板厚表を用いることが適当でない場合には設計者自ら試験を行うことも可

能であり，2種類の試験方法が規定されている 27)．破裂試験は回転する研削砥石にハン

マー等で衝撃を加えることで砥石を意図的に破裂させ，砥石片の飛散方向に放射状に配置

したカバー材に砥石片を衝突させることで，その衝突安全性を試験する方法である．図 1. 6

に破裂試験装置の概略図を示す．この試験方法は実使用環境に近い実際的なものである

が，砥石片の大きさ，飛散方向の制御が困難であり，試験結果の再現性に乏しいという欠点

がある．また，研削砥石を破裂させる際にフランジやスピンドル等が損傷する恐れもある． 

衝突試験は焼入れ鋼製飛翔体を砥石カバーに用いるカバー材に衝突させる試験方法で

あり，旋盤，フライス盤，マシニングセンタといった他の工作機械におけるカバー材の試験に

も用いられている 43)．図 1. 7 に衝突試験装置の概略図を示す．この試験方法は，飛翔体質

量や速度等の試験条件の制御が容易であるため，再現性が高い方法である．一方で飛翔

体の強度を考慮していないため，想定される飛散物が他の工作機械のように金属製の工具

や工作物ではなく，脆性材料の砥石である研削盤のカバー材板厚の評価においては，その

妥当性にやや疑問が残る．  
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図 1. 6 破裂試験装置例 27) 

フレーム 

主 軸 研削砥石 
試 料 

ハンマー 

 

図 1. 7 衝突試験装置例 27) 

試 料 速度計 筒 飛翔体 操作盤 圧力タンク 
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１．３．３ 現行規格の問題点 

ISO 16089は 2015年に制定された比較的新しい規格ではあるものの，砥石カバーの板厚

規定の妥当性については課題がある．表 1. 3に示した板厚表の根拠となっている(1. 2)式

は，ISO の元となった EN 13128制定時にドイツ，イギリスおよびフランスの旧規格を

参考に設定されたものであり 27)，実験的な裏付けを持つ式ではない．図 1. 8 に ISO 

16089 と国内において用いられてきた研削盤等構造規格の板厚規定の違いの一例を示

す．従来の規格は経験則に基づいている点があるため，規格によって板厚が大きくこ

となることが確認できる．また(1 .2)式における圧延鋼板の板厚導出式は，機械的性質

の異なる表 1. 2の材料 1，2，3，8と対応しており，材料毎の耐衝撃性の差を厳密に評

価しているわけではない． 

実際に回転中の研削砥石を破裂させる実験により衝突安全性を評価した Mewes ら

の報告 44)では，材料 1に対応する冷間圧延鋼板 DC01製の覆いを使用した場合，規格

の半分以下の板厚でも衝突安全性の確保が可能とされており，規格と実現象のかい離

が見られる．幸いにも現在判明しているかい離は安全側に生じているが，他の材料や

実験条件においても安全側となっているかは保証されない．また，過度な安全性の確

保は工作機械の製造において過剰なコストを生む他，第 1. 1. 2 項で述べた ISOにおけ

る機械安全の方針とも合致しない．そのため，研削砥石の衝突現象についてはより詳

細な検討を行ってその現象を解明するとともに，追補案により規格を改善していくこ

とが必要である． 
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図 1. 8 既存規格における砥石カバー板厚の比較例 
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１．４ 衝突現象に関する研究 

科学的根拠に基づいた砥石カバーの板厚を規定するためには，研削砥石の使用周速度

から想定される飛散速度 10～100m/s で砥石片がカバー材に対して衝突する際に起こる現

象について明らかにする必要があるが，砥石のような脆性材料を飛翔体に用いた研究や，

砥石片飛散で想定される飛翔体質量と速度域での研究はほとんど行われていない．衝

突現象そのものについては様々な分野で研究が行われており参考にできる点がある一

方，考慮すべき研削砥石の衝突における特性上，直接の応用は困難である． 

 

１．４．１ 実験的研究 

衝突実験の代表的なものには，宇宙分野における人工衛星に対するスペースデブリ衝

突 45)46)，航空分野における航空機に対するバードストライク 47)，土木建築分野におけ

る構造物に対する高速衝突(テロ対策)48)49)等がある．特に，土木建築分野は構造物の安

全性評価において実際の設計に用いられている実験式も存在する． 

代表的な実験式として，コンクリート構造物の耐衝撃性を評価する修正 NDRC 式

(Modified National Defense Research Committee Formula)50)があり，金属製飛翔体のコン

クリートへの貫入量𝑋は次の式で表される．  

 

𝐺(𝑋 𝑑⁄ ) = 3.813 × 10−5
𝑁𝑚

𝑑√𝑓c
′
(
𝑣

𝑑
)
1.8

 
(1. 3) 

 

𝐺(𝑋 𝑑⁄ ) = (
𝑋

2𝑑
)
2

  ∶    
𝑋

𝑑
≤ 2 (1. 4) 

 

𝐺(𝑋 𝑑⁄ ) =
𝑋

𝑑
− 1  ∶    

𝑋

𝑑
≥ 2 (1. 5) 

 

ここで，dは飛翔体直径，𝑚は飛翔体質量，𝑣は衝突速度，𝑓c
′はコンクリートの圧縮強
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さ，𝑁は飛翔体の先端形状に関する係数である．修正 NDRC 式は(1. 2)式における ISO 

16089 の砥石カバー板厚の式と同様，構造物の寸法と飛翔体のエネルギーないし速度

の関係式となっているが，衝突によって破壊が生じるコンクリートの圧縮強度をパラ

メータとしている点は，研削砥石の衝突おいても重要な要素と考えられる．一方で，

飛翔体を金属，衝突対象物を脆性材料としているため，関係性が逆である砥石の衝突

現象には適用できない． 

また，鋼構造物を衝突対象物とした耐衝撃性評価では代表的な実験式に BRL 式

(Ballistic Research Laboratory Formula)51)があり，金属製飛翔体に対する鋼構造物の貫通

限界板厚 tは次式で表される． 

 

𝑡3 2⁄ =
0.5𝑚𝑣2

17400𝐾2𝑑3 2⁄  (1. 6) 

 

ここで，tは鋼板の貫通限界板厚，𝑑は飛翔体直径，𝑚は飛翔体質量，𝑣は衝突速度，𝐾

は鋼板の分類に関する係数である． 

また，国内の研究では BRL 式を基礎とした破損限界エネルギー評価式が吉沢ら 52)

により報告されており，鋼板を破損させるのに必要な金属飛翔体の運動エネルギーは

次式で表される． 

 

𝐸f = 3.0 × 10
8𝑑e

1.5𝑡1.5 (1. 7) 

 

𝑑e =

{
 
 

 
 𝑡 {𝛼t𝛽p+1.9(tan

𝜃

2
)
2.1

}…円錐状飛翔体に対して     

𝑑 …円柱状，半球状，円錐状(𝑑e > 𝑑)飛翔体に対して

 (1. 8) 

 

ここで，𝑡は鋼板の板厚，𝑑eは飛翔体直径の換算値，𝑑は飛翔体直径，𝜃は円錐状飛翔体

の先端角度，𝛼tは鋼板の流動応力に応じた係数，𝛽pは飛翔体の流動応力に応じた係数
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である．破損限界エネルギー評価式は(1. 2)式における ISO 16089の砥石カバー板厚の

式と同様，飛翔体の衝突エネルギーと鋼板の板厚の関係式となっている．また，(1 .8)

式において飛翔体と衝突対象物の強度比による変形を加味した実質的な飛翔体直径の

変化が考慮されている点は，図 1. 4のように飛散物側の破壊が想定される研削砥石の

衝突おいても重要な要素と考えられる．一方，破損限界エネルギー評価式が適用可能

な材質はあくまで実験に用いられた SUS304 製飛翔体および SGV49 製鋼板と同等の

エネルギー吸収能力を有する金属となっており，飛翔体が脆性材料であり想定すべき

衝突対象物も表 1. 1 の通り多種多様な砥石の衝突現象には適用できない． 

 

１．４．２ 解析的研究 

衝突現象は準静的な問題に比べてより複雑であり，また観察や測定が困難であることから，

その解明には実験だけでなく数値解析を用いる場合が多い．衝突解析において最も一般的

な手法とされるのが有限要素法である．有限要素法は物体を有限個の要素に分割すること

で連続体の離散化を行い，単純化した格子状の要素毎に応力等の計算を行うことで複雑な

偏微分方程式を近似的に解く解析手法である．1956 年に航空工学分野で開発された有限

要素法 53)は，構造，熱，振動等様々な分野の解析に応用されている．衝突の分野において

は自動車や航空機 54)55)，あるいは構造物への飛来物の衝突 56)等があり，比較的構造が複

雑な物体の衝突解析にも用いられている．一方，有限要素法では変形を格子形状の歪みに

よって表現するため，大変形を伴う問題においては格子が歪な形状となり解析精度が低下

する問題がある．また，物体の破壊を伴う解析では一般的に破断条件に至った要素を削除

することで破壊を表現するため，破壊後の作用を考慮することができない．これらの問題点

は，砥石カバーへの衝突間に自らも破壊され，かつ破壊後に飛散する砥粒や結合剤も衝突

に作用すると考えられる研削砥石の衝突現象に対する適用を困難にしている． 

また，近年では衝突解析に粒子法を用いる例も増加している．粒子法は連続体を評価点

としての性質を有する有限個の SPH 粒子に離散化し，影響範囲内にある粒子同士の相互

作用を計算する解析手法である．1977 年に宇宙工学分野で開発されたメッシュレスな解析
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手法である粒子法 57)は大変形を伴う現象の解析に用いられる事が多い．衝突解析において

はバードストライク 58)，コンクリートの破壊 59)，ウォータージェット加工 60)やパウダージェット加

工 61)等があり，流体，軟質物あるいは脆性材料と幅広い材質の衝突解析に用いられている．

一方，SPH 粒子の性質そのものは大変形前後で同一であり，研削砥石としての構造を保っ

ている場合と破壊後に砥粒として飛散する場合とでの機械的性質の変化や，細粉され気孔

が失わることによる体積減少を再現できない． 

飛翔体側の衝突間の破壊を考慮し，かつ破壊により飛散した破片等の性質が変化するよ

うな衝突解析はほとんど例がない．既存の一般的な衝突解析手法では衝突間の研削砥石

の破壊を無視できる条件にしか対応できないため，砥石の衝突現象を解析を用いて検討す

るためには，新たな手法を提案する必要がある． 



19 

 

１．５ 先行研究 

先行研究において，佐藤らは飛翔体に砥石を用いることができる砥石衝突実験装置を開

発し，円柱形の WA46O8V 砥石および WA46H8V 砥石製飛翔体を用いた衝突実験を行っ

た．この際，一般構造用圧延鋼板(SS400)製砥石カバーの安全性を評価し，カバー材が破

断するが飛翔体は貫通しない場合の衝突エネルギー(以下，貫通境界エネルギー)について

次の実験式を導出した 62）． 

 

𝐸p = 𝑘1𝑡
2 (1. 9) 

 

ここで，Epは貫通境界エネルギー，k1はカバー材料毎の比例定数(SS400:1387)，tはカバー

材板厚である．なお，(1. 9)式の導出にあたっては，異なる結合度，質量の飛翔体による衝突

実験を行っており，以下のことが示されている． 

・貫通境界エネルギーはカバー材板厚の 2 乗に比例する． 

・貫通境界エネルギーは飛翔体質量に依存しない． 

・衝突による飛翔体の破壊がチッピング程度の場合，砥石の結合度は貫通境界エネルギー

に影響しない． 

一方で，先行研究における貫通境界エネルギーの実験式である(1. 9)式は，ISO 16089に

おける(1. 2)式と同様にカバー材料毎の定数と板厚のみで予測を行うものであり，他分野に

おける衝突現象の予測式である(1. 3)式，(1. 6)式および(1. 7)式において考慮されている飛

翔体および衝突対象物の強度，飛翔体直径および形状といった要素を含んでいない．研削

砥石の衝突現象におけるメカニズムは未だ解明されていない点が多く， その影響要因につ

いて検討が必要である． 

 

  



20 

 

１．６ 本論文の目的と構成 

本論文の目的は，研削盤砥石カバーの衝突安全性において適切な衝突安全設計を行う

ため，メカニズムが解明されていない研削砥石の衝突現象を明らかにすることである．この際，

一般砥石製飛翔体の衝突実験と数値解析により，カバー材質によらない衝突エネルギー吸

収機構を検討するとともに，飛翔体が衝突時に破壊を伴う脆性材料であることを考慮した衝

突安全性の定量化を行い，その予測方法を確立する．  

本論文は，以下の 6 章から構成されている． 

第 1 章「序論」では，労働災害と機械安全の問題について整理し，研削盤砥石カバーの

適切な安全設計を行うため，その衝突現象を明らかにする必要性があることを述べた． 

第 2 章「砥石衝突実験装置」では，本研究で主に使用する砥石衝突実験装置や，飛翔体

に用いる研削砥石の機械的性質について述べる． 

第 3 章「カバー材の機械的性質の影響」では，異なる機械的性質を有するカバー材に対

して円柱形砥石製飛翔体の衝突実験を行い，カバー材の衝突安全性を決定するパラメータ

とそのメカニズムについて検討する．  

第 4章「飛翔体衝突における砥石破壊の影響」では，砥石製飛翔体の圧縮強度や先端形

状の変更により衝突時の砥石破壊を促すことで，研削砥石の破壊が衝突安全性に及ぼす

影響を検討する．  

第 5 章「砥石破壊解析手法の提案と衝突解析」では，破断条件に至った有限要素法のソ

リッド要素を粒子法の SPH 粒子に置き換えて解析を行う Solid to SPH を用いた砥石破壊解

析手法を提案し，研削砥石の衝突解析を実現する．また，提案する解析手法を用いて衝突

実験結果および考察の妥当性について検討する． 

第 6章「結論」では，本研究で得られた主要な成果および結論を総括し，本研究の成果に

基づいた砥石カバーの板厚表を提案して既存の砥石カバーに関する規格と比較を行うとと

もに、本研究の将来展望と今後の課題について述べる． 
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第２章 砥石衝突実験装置 

２．１ はじめに 

砥石片の衝突現象を解明するための実験は，実際の砥石やカバー材を使用し，想定され

る質量および速度域において行う必要がある．本章では，佐藤ら 1)が開発した砥石衝突実験

装置について述べる． 

 

２．２ 装置概要 

図 2. 1に砥石衝突実験装置の概略図を示す．また，表 2. 1に諸元を示す．実験装置

は発射装置，ターゲット台，および計測装置から構成されており，砥石片を模擬した

砥石製飛翔体をターゲット台に固定したカバー材に衝突させることで実験を行う． 

表 2. 1 砥石衝突実験装置諸元 

最大空気圧 MPa 0.7 

圧力タンク容量 m3 0.2 

発射管長さ m 6.0 

発射管内径 mm 100 

飛翔体の最大運動エネルギー kJ 24 

飛翔体の最大速度(飛翔体質量 3.4kg) m/s 120 

発射管先端－カバー材距離 m 1.6 

 

 

図 2. 1 砥石衝突実験装置概略 

x 

z 

発射針 発射管 速度計 
カバー材 

ターゲット台 

飛翔体 隔膜 

圧力タンク 

コンプレッサ 

加圧 
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２．２．１ 発射装置 

発射装置の外観を図 2. 2 に示す．発射装置は圧力タンク，装填装置，発射管で構成され

ている．圧力タンクはコンプレッサにより加圧した空気を溜め，空気圧により飛翔体の発射速

度を制御する役割を持つ．圧縮空気の放出については隔膜式を採用し，圧力タンクと装填

装置の間に隔膜(PET フィルム)を挟み込む構造となっている．圧力タンクに所定の圧力まで

空気を圧縮した後，発射針により隔膜を割ることで圧縮空気を一気に放出し，飛翔体を発射

する．装填装置部はスライド式であり，発射管後端部を露出させることで飛翔体の装填を行う．

発射管は飛翔体を加速させ，カバー材の中心に衝突させる役割を持つ． 

圧力タンク内の空気圧によるエネルギーと飛翔体の運動エネルギーの関係は次の式で表

すことができる． 

 

𝑃𝜋𝑟2𝐿 =
1

2
𝑚𝑣2 + 𝑓(𝑃)𝐿 (2. 1) 

 

ここで，Pは圧力タンク内の空気圧，rは発射管内径，Lは発射管長さ，m は飛翔体質

量，vは飛翔体の発射速度である．また，f(P)は飛翔体が発射管を走行する間の圧力損

失の関数であり，図 2. 3 に示す 3種類の質量(2.1 kg, 3.4 kg, 6.8kg)の飛翔体を用いた実

験結果から，次の式で近似した値を用いる． 

 

𝑓(𝑃) = 3227𝑃2 − 4367𝑃 (2. 2) 

 

 衝突実験における飛翔体速度は(2. 1)式に基づいて制御し，任意の速度で実験を行う． 
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図 2. 2 発射装置外観 

 

 

図 2. 3 圧力タンク空気圧と飛翔体速度の関係 2) 
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２．２．２ ターゲット台 

図 2. 4に発射管先端とターゲット台の位置関係を示す．ターゲット台は発射管中心軸の延

長線上にカバー材中央付近が配置されるよう設置した．飛翔体の跳ね返りや飛散する砥石

片による装置の破損を防ぐため，発射管先端とカバー材の間に 1.6 m の距離を設けると共

に，安全のために発射管先端部の周囲に板厚 19mm の木製防護板を，ターゲット台後方に

土嚢を設置している．  

図 2. 5にカバー材固定部の概略図を示す．カバー材固定部は 2枚の鋼枠によりカバー材

を挟み込み，20 本のボルト(M18)で固定する構造となっている．なお，カバー材を強固に固

定するため，締め付けトルクは 200N ・m とした．カバー材および鋼枠の寸法は       

750mm×750mm であり，鋼枠内側のカバー材露出部は ISO160893)の安全評価規定を採

用し，450mm×450mm とした．  

 

 

図 2. 4 発射管先端とターゲット台の位置関係 
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図 2. 5 カバー材固定部の概略図 
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２．２．３ 計測装置 

飛翔体を所望の速度で発射するための空気圧は(2. 1)式により算出するが，図 2. 3 に示

すように，実際の発射速度は必ずしも(2. 1)式と一致せず，若干の誤差が発生する．そのた

め，実際の発射速度は発射管先端にレーザおよび受光部からなる速度計A，Bを 50 mm間

隔で配置し，計測を行う．オシロスコープに入力された飛翔体発射時の受光部の出力電圧

の一例を図 2. 6に示す．受光部の出力電圧は，レーザを受光しない間低下する．従って，出

力電圧は飛翔体が速度計に侵入し受光部を遮ると低下し，通過すると再度上昇する．ここで，

速度計 Aを圧力タンク側，速度計 Bをターゲット台側とすると，飛翔体発射速度の計測結果

は次の 4つの式で表される． 

 

𝑣1 =
𝑙p

𝑡A,out − 𝑡A,in
 

𝑣2 =
𝑙p

𝑡B,out − 𝑡B,in
 

𝑣3 =
𝑙1

𝑡B,in − 𝑡A,in
 

𝑣4 =
𝑙1

𝑡B,out − 𝑡A,out
 

 

(2. 3) 

ここで，v1～v4は飛翔体速度，toutは飛翔体の速度計通過時間，tinは飛翔体の速度計侵入時

間，lpは飛翔体の全長，l1は速度計AとBの距離である．ここで，各計測速度はオシロスコー

プのサンプリングレート，飛翔体形状，ノイズ等に起因する若干の誤差を生じるため，実験結

果の評価時には，各計測速度の平均値を次の式で求めて用いる． 

 

𝑣 =
𝑣1 + 𝑣2 + 𝑣3 + 𝑣4

4
 (2. 4) 

 

なお，ハイスピードカメラにより撮影した映像から，(2. 4)式による飛翔体発射速度がカバー

材に対する飛翔体の衝突速度とほぼ一致することが確認されている．従って，飛翔体の衝突
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エネルギーは運動エネルギーと同等であるとみなし，次の式で求められる． 

 

𝐸c =
1

2
𝑚𝑣2 (2. 5) 

 

ここで，Ec は飛翔体の衝突エネルギー，m は飛翔体の質量である．本研究における衝突実

験結果の評価は，(2. 5)式により導出される衝突エネルギーに基づいて行う．  

  

 

 

 

 

 

 

図 2. 6 速度計受光部の出力電圧の一例 
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２．３ 砥石製飛翔体 

２．３．１ 供試研削砥石の機械的性質 

衝突実験には一般砥石としてビトリファイドボンドで白色アルミナ砥粒を結合した WA砥石

を採用する．ビトリファイドボンドは一般砥粒の結合に広く用いられている結合剤であり，砥粒

同士の結合力を A～Zの 26段階で表した砥石の結合度を広範囲に作成することができる．

また，白色アルミナ砥粒は鉄との親和性が低く，かつ鋭い切れ刃を形成することから鋼の研

削に広く用いられている 4)．従って，加工と衝突の違いはあるものの，WA砥石は鋼板を主な

衝突対象物として様々な衝突条件の元に破断する本研究に適した砥石であると考えられる． 

供試研削砥石は先行研究で使用された WA46O8V および WA46H8V に加え，その中間

的な結合度であるWA46K8Vおよび，同様の材質で大手砥石メーカが製造可能な最も低結

合度である WA46E12V とし，これらを実験目的に応じて用いる．表 2. 2 に各砥石の諸元を

示す．なお，WA46O8V の密度はおよそ 2400 kg/m3 であり，研削盤の安全規格である ISO 

16089 において想定されている研削砥石と同等である．また，通常の研削に使用される一般

砥石の結合度は H～Nとされており 4)，この範囲より 1段階結合度の高いWA46O8Vを用い

ることで，強度上の不足なく実際に必要とされる衝突安全性を検証することが可能である． 

供試研削砥石の機械的性質を明らかにするため，飛翔体に用いる砥石と同条件で焼成し

た⌀28mm×28mm の試験片を用い，インストロン万能試験機(Instron 5500R)による準静的圧

縮試験を行った．圧縮試験により得られた応力－ひずみ線図を図 2. 7から図 2. 10に示す．

また，最大圧縮強度が得られた際の機械的性質を表 2. 3に示す． 

表 2. 2 供試研削砥石の諸元 

 密 度 

kg/m3 結合度 
平均粒径 

μm 

砥粒率 

vol. % 
砥 粒 結合剤 

WA46O8V 2421 O 

355 

46% 

白色アルミナ ビトリファイド 

WA46K8V 2268 K 

WA46H8V 2112 H 

WA46E12V 1532 E 38% 

 



29 

 

 

 

図 2. 7 代表的なWA46O8V砥石の公称応力－公称ひずみ線図 
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図 2. 8 代表的なWA46K8V砥石の公称応力－公称ひずみ線図 
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図 2. 10 代表的なWA46E12V砥石の公称応力－公称ひずみ線図 
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図 2. 9 代表的なWA46H8V砥石の公称応力－公称ひずみ線図 
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いずれの供試研削砥石も圧縮強度到達後は脆性的な破壊が生じ，応力が急激に低下し

た．また，図 2. 8のWA46K8Vおよび図 2. 9のWA46H8Vでは，破断ひずみに至るまでの

間に数回の応力低下が確認できるが，この際に外観上の変化は見られず亀裂音のみが確

認されたことから，試験片内部において部分的な破断が生じていたものと考えられる． 

圧縮強度については，WA46E12V を除いて準静的ひずみ速度域における圧縮強度のひ

ずみ速度依存性が確認され，ひずみ速度の増加に伴い圧縮強度も高くなった．なお，WA

砥石の主な構成材質であるアルミナは，準静的ひずみ速度域において圧縮強度のひずみ

速度依存性を有する一方，衝撃ひずみ速度域では準静的ひずみ速度域と圧縮強度が概ね

同等になるとされており 5)，WA 砥石についてもアルミナと同様のひずみ速度依存性を有す

ることが示されている 6)．そのため，本研究では衝突実験等の考察において，表 2. 3 の値を

供試研削砥石の最大圧縮強度として用いることとする． 

  

表 2. 3 供試研削砥石の機械的性質 

 ヤング率 

E GPa 

降伏応力 

σe MPa 

圧縮強度 

σm MPa 

破断ひずみ 

εb 

WA46O8V 58 153 171 0.0039 

WA46K8V 58 101 122 0.0025 

WA46H8V 42 54 68 0.0037 

WA46E12V 8 12 13 0.0019 
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２．３．２ 飛翔体の構成 

図 2. 11に飛翔体の構成部品を示す．構成部品は土台部分に用いる⌀80 mm × 10 mm

および⌀90mm × 50mmの砥石と⌀100mm × 10mmのテフロンリング，先端部分に用いる⌀ 

90mm × 100mmの砥石であり，これらをエポキシ系接着剤(コニシ製 E250)を用いて結合し，

砥石製飛翔体として用いる．土台部分の砥石はWA46H8Vで統一し，実際にカバー材に衝

突する先端部分は表 2. 2の砥石から実験の目的に応じて選択する．  

図 2. 12に基本形とする円柱形飛翔体の外観を示す．飛翔体の外側に取り付けられた 2

つのテフロンリングは，発射管と飛翔体の隙間を埋め空気圧の損失を防ぐと共に，ガイドの

役割を果たして発射管との摩擦を低減する．  

 

 

 

 

 

  

 

図 2. 11 飛翔体の構成部品 
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図 2. 12 円柱形飛翔体(基本形)の外観 
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２．４ 実験結果の評価 

衝突実験後のカバー材の破断・変形状態は，図2. 13の3通りに分類することができ

た． 

(◯) 未破断：カバー材が塑性変形するのみで破断しない 

(△) 破 断：カバー材は破断するが，飛翔体は貫通しない 

(×) 貫 通：カバー材は破断し，飛翔体が貫通する 

第3章および第4章では，(△)における飛翔体の衝突エネルギーを貫通境界エネルギ

ーと定義する．また，貫通境界エネルギーの上限値から下限値までの範囲を貫通境界

領域，下限値を最小破断エネルギーとし，これらを安全性評価の基準として用いる． 

 

 

  

 

(◯)未破断        (△)破 断        (×)貫 通 

図 2. 13 カバー材の破断・変形状態の区分 
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２．５ まとめ 

本研究で用いる砥石衝突実験装置および供試研削砥石についてまとめる． 

1) 飛翔体の速度(衝突エネルギー)は空気圧により制御する． 

2) カバー材露出部はISO16089の安全評価規定に基づく寸法(450mm × 450mm)とし，そ

の周囲をターゲット台に強固に固定する． 

3) 飛翔体衝突速度は発射管先端部に設置した2個のレーザにより計測する． 

4) 飛翔体に用いる砥石は，鋼の加工に用いられる白色アルミナ砥粒と一般砥粒の結

合に広く用いられるビトリファイドボンドから成るWA砥石とする． 

5) 飛翔体先端部に用いる砥石の種類や形状を変更することで実験条件を変更する． 

6) 衝突安全性の評価は，カバー材が破断するが飛翔体は貫通しない場合における衝

突エネルギーにより行う． 
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第３章 カバー材の機械的性質の影響 

３．１ はじめに 

砥石片の衝突現象におけるカバー材の影響については，(1. 2)式や(1. 9)式に示したよう

にカバー材の種類ごとに経験的，あるいは実験的に材料定数が決められている．しかし，カ

バー材の機械的性質と貫通境界エネルギーの関係について，定量的な検討はほとんど行

われていない．カバー材は表 1. 1に示した通り，圧延鋼板の他，鉄系ではあるが性質が異な

る鋳鋼，鋳鉄およびステンレス鋼板やアルミ合金系までさまざまな金属材料が想定されてい

る他，視認性を必要とする場合に用いられるポリカーボネート(PC)板も含まれている．従って，

衝突安全性をより正確に評価し研削盤の設計に反映するためには，努めて多様なカバー材

に対して適用可能な，機械的性質に基づく衝突安全性予測式が必要である．  

本章では，機械的性質の異なる 4種類の金属製カバー材および PC板に対し，一般砥石

(WA46O8V)製飛翔体による衝突実験を行い，引張試験結果に基づく衝突安全性の予測方

法について検討する．また，有限要素解析により，提案する予測式の適用可能範囲を明ら

かにする． 

 

３．２ 供試カバー材の引張試験 

衝突実験に用いるカバー材の機械的性質を明らかにするため，準静的引張試験を行う．

供試カバー材は一般的に砥石カバー材として用いられる一般構造用圧延鋼板 SS400，ステ

ンレス鋼板 SUS304 に加え，引張強さの異なる真鍮板 C2801 およびアルミニウム合金板

A5052，透明材料のポリカーボネート(PC)とした．図 3. 1 および図 3. 2 に試験片を示す．引

張試験片は衝突実験に使用するカバー材からフライス加工により切り出し，平行部寸法を金

属製カバー材は長さ 16mm，幅 8mm，PC板は長さ 60mm，幅 10mm とした．引張試験装置

はインストロン万能試験機(Instron 5500R)を用い，ひずみ速度 1.0×10-4，1.0×10-3，1.0×10-2，

5.0×10-2 s-1の 4種類で各 3回試験を行う． 

図 3. 3から図 3. 7に引張試験の結果得られた公称応力－公称ひずみ線図を示す．また，

衝突実験は比較的ひずみ速度が高い現象であることから，引張試験を行った中で最もひず
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み速度が高い 5.0×10-2 s-1で得られた試験片の機械的性質を代表値とし，その平均を表 3. 1

に示す．ここに示す降伏応力は，SS400は下降伏点，SUS304，C2801およびA5052は 0.2%

耐力，PC は流動応力低下前の最大値を採用した．引張試験の結果，金属製カバー材にお

いては SUS304が引張強さ，破断伸びにおいて最も大きく，降伏応力も SS400 と同等であっ

た．また，SS400 は引張強さ，C2801 は破断伸びが SUS304 に次いで大きく，A5052 は引張

強さ，破断伸びともに最小であった．PC は破断伸びが非常に大きく，また降伏応力よりも低

い流動応力で大きく塑性変形が進展する特徴を有していた． 

 

図 3. 1 金属製カバー材の引張試験片 
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図 3. 4 代表的な SUS304の公称応力－公称ひずみ線図 

 

図 3. 3 代表的な SS400の公称応力－公称ひずみ線図 
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図 3. 5 代表的な C2801の公称応力－公称ひずみ線図 

 

図 3. 6 代表的な A5052の公称応力－公称ひずみ線図 



40 

 

  

 

図 3. 7 代表的な PCの公称応力－公称ひずみ線図 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

0 0.5 1 1.5 2

公
称
応
力

M
P

a

公称ひずみ

ε=5.0×10-2 s-1

ε=1.0×10-2 s-1

ε=1.0×10-3 s-1

ε=1.0×10-4 s-1

5.0×10−2 s−1

1.0×10−2 s−1

1.0×10−3 s−1

1.0×10−4 s−1

ひずみ速度

表 3. 1 供試カバー材の機械的性質(ひずみ速度 5.0×10-2 s-1) 

材 料 引張強さ MPa 降伏応力 MPa 破断伸び 

SS400 479  314 0.39 

SUS304 649 311 0.76 

C2801 382 181 0.67 

A5052 255 210 0.12 

PC 71 68 1.60 
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３．３ 砥石衝突実験 

引張試験により機械的性質を明らかにした 5 種類のカバー材に対し，円柱形砥石製飛翔

体の衝突実験を行う．なお，飛翔体に用いる研削砥石は，砥石破壊による影響を低減してカ

バー材の機械的性質の影響に焦点を当てるため，供試研削砥石の中で最も圧縮強度の高

いWA46O8V とした．WA46O8Vの機械的性質は表 2. 3に示した通りである．衝突安全性の

比較・評価を行う際は，先行研究 1)で明らかにした⌀90mm の WA46O8V 製円柱形飛翔体

による貫通境界エネルギーとカバー材板厚の関係式である(1. 9)式により，実験結果を板厚

1.0mmにおける貫通境界エネルギーに換算する． 

 

𝐸p = 𝑘1𝑡2 (1. 9) 

  

ここで，Ep は貫通境界エネルギー，k1 はカバー材の種類によって決まる比例定数，t はカバ

ー材板厚である． 

表 3. 2に衝突実験結果および(1. 9)式により t=1.0mmに換算した貫通境界エネルギーを

示す．実験で用いた全てのカバー材において，安全評価の基準とした貫通境界を得た．な

お，図 3. 8に一例として示した SUS304製カバー材に対する衝突後の飛翔体のように，いず

れの条件においても実験後の飛翔体は先端部に僅かなチッピングを生じたのみで，概ね衝

突前の形状を維持していた． 

金属製カバー材の貫通境界エネルギーは SUS304が最も高く，A5052が最も低くなった．

また，C2801 は引張強さに優れる SS400 よりも貫通境界エネルギーが高くなった．一方，PC

板は透明材料の中では耐衝撃性に優れるとされるが，本実験の範囲ではいずれの金属製

カバー材よりも貫通境界エネルギーが低くなった．図 3. 9 に貫通境界におけるカバー材変

形形状を示す．図 3. 9(a)に金属製カバー材の一例として示した SS400製カバー材は衝突方

向の変形が残留しておりカバー材露出部全体での塑性変形が確認できる．一方，図 3. 9(b)

に示す PC 板では破断部を除き概ね平板状態を維持しており，破断伸びが大きい材料であ

るにも関わらず塑性変形は限定的であったことが示唆される．  
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表 3. 2 衝突実験結果および t=1.0mm換算値の比較 

カバー材 

貫通境界エネルギーEp  J 

実験結果 t=1.0mm換算値((1. 9)式) 

SS400(t=2.3mm) 7337 1387 

SUS304(t=1.0mm) 4847 4847 

C2801(t=1.0mm) 2487 2487 

A5052(t=3.0mm) 1219 135 

PC(t=5.0mm) 1344 53.8 

 

 

図 3. 8 衝突後の飛翔体外観 

(カバー材：SUS304(t=1.0 mm) 衝突エネルギー：4847 J) 
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(a) SS400製カバー材(板厚 2.3mm，衝突エネルギー7337J) 
 

 

(b) PC板(板厚 5.0mm，衝突エネルギー1344J) 

 

図 3. 9 貫通境界におけるカバー材の変形状態 
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３．４ カバー材の貫通境界エネルギーに関する考察 

３．４．１ 全塑性仕事について 

カバー材の貫通境界エネルギーと応力－ひずみ線図の関係について考察する．材料が

破断するまでの間に生じる塑性変形によって単位体積当りに吸収し得るエネルギーは，応

力－ひずみ線図の面積を全塑性仕事 U(J/mm3)として次の式で求めることができる． 

 

𝑈 = ∫ 𝑅𝑑𝜀
𝜀b

0

 (3. 1) 

  

ここで，R(MPa)は流動応力，εbは破断伸び，εはひずみである．なお，(3. 1)式の積分範囲は

弾性仕事を含むが，本研究で対象とする延性材料のカバー材において，その影響は十分

無視できるものと考えられる． 

表 3. 3に図 3. 3から図 3. 7におけるひずみ速度 5.0×10-2 s-1の公称応力－公称ひずみ線

図を(3. 1)式により積分して得られた各カバー材の全塑性仕事を示す．金属製カバー材につ

いて，全塑性仕事の大小関係は表 3. 2 に示す貫通境界エネルギーの大小関係と一致して

おり，衝突安全性の評価においても一定の相関を有していると考えられる． 

一方，全塑性仕事のみでは貫通境界エネルギーを予測することはできない．貫通境界エ

ネルギーが全塑性仕事に比例すると仮定した場合，次の式で表される． 

 

𝐸p = 𝑘2𝑈𝑡2 (3. 2) 

  

ここで，k2 は基準材料に対する比例定数である．本研究では SS400 を基準材料として相

対的に貫通境界エネルギーを予測するものとし，k2 は実験結果から次式により逆算した値を

用いる． 

 

𝑘2 =
𝐸p,SS400

𝑈SS400𝑡2
=

7337

0.1685 × 2.32
= 8231 (3. 3) 
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表 3. 4 に衝突実験結果と(3. 2)式による予測値の比較を示す．なお，予測精度の評価は

相対誤差を用いてカバー材毎に行う．前述のとおり，金属製カバー材の貫通境界エネルギ

ーの大小関係は一致しているものの，その値は実験結果と大きく異なっており，全塑性仕事

以外の要因についても考慮する必要があることがわかる． 

カバー材の貫通境界エネルギーが全塑性仕事のみで評価することができない理由として

は，(3. 1)式が局部収縮や応力軸性等の影響を考慮していない点もあげられるが，より巨視

的には図 3. 9および表 3. 4に示すように金属製カバー材と変形形状が顕著に異なる PC板

において全塑性仕事と貫通境界エネルギーの関係も大きく異なることから，変形形状と関連

する塑性変形量の分布の違いが及ぼす影響が大きいものと考えられる．砥石製飛翔体によ

るカバー材の変形は飛翔体衝突部を中心としたものであり，平行部が一様変形する引張試

験とは異なる．そのため，貫通境界におけるカバー材破断部近傍の塑性仕事はいずれのカ

バー材でも全塑性仕事とほぼ同等であっても，その他の箇所は塑性変形の進展度によって

塑性仕事の大きさに差が生じているものと考えられる．従って，カバー材の機械的性質に応

じて異なる塑性変形場を予測，評価するパラメータを検討する必要がある．  

表 3 . 3 カバー材の全塑性仕事 

カバー材 全塑性仕事 U  J/mm3 

SS400 0.1685 

SUS304 0.4208 

C2801 0.2157 

A5052 0.02841 

PC 0.08968 

 表 3 . 4 (3. 2)式による貫通境界エネルギーEpの予測値と誤差 

カバー材 (3. 2)式予測値 Ep J 誤差 J 相対誤差 

SS400 1387 基準材料 

SUS304 3464 -1383 -29% 

C2801 1776 -711 -29% 

A5052 234 +99 +73% 

PC 738 +684 +1272% 
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３．４．２ 塑性変形場のパラメータについて 

塑性変形場を予測，評価するパラメータを検討するため，有限要素法解析を行う．解析に

は汎用有限要素法解析ソフトウェアRadioss(Alatir)を用いる．図 3. 10に解析モデルを示す．

カバー材モデルは衝突実験に用いた 450×450mm の 1/4 モデルとして 4 節点シェル要素

により作成し，要素数 22500，接点数 22801，板厚 5mm，板厚方向の積分点数を 9 とした．

円柱形飛翔体先端面に相当する半径 45mmの 90°扇形剛体をカバー材面外方向(x方向)

に速度 1m/sで等速運動させ，カバー材破断直前におけるカバー材モデル下辺の相当塑性

ひずみ分布を取得し，塑性変形場の検討を行う．なお，解析結果出力のタイムステップを

0.5ms としたため，実際のカバー材破断までに最大 0.5ms の誤差が生じる可能性があるが，

塑性変形場の影響を検討する上では十分無視できるものと考えられる． 

 

図 3. 10 塑性変形場のパラメータ検討用 1/4解析モデル 
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カバー材モデルは，密度，ヤング率，ポアソン比を基準材料 SS400と同等とする．また，応

力－ひずみ線図は線形硬化弾塑性体とし，比較の際は JIS G 31012)における SS400の機械

的性質最低値を参考とした降伏応力 200MPa，引張強さ 400MPa，破断伸び 0.2 を基準とし

て，比較条件に応じてこれらのパラメータを変化させる．なお，基準応力－ひずみ線図の全

塑性仕事は 0.06J/mm3，解析結果における破断真ひずみは 0.18 となる．また，線形硬化弾

塑性体の降伏から破断までの応力－ひずみ線図は次の式で定義される． 

 

𝑅 = 𝑅e + 𝐸m𝜀 (3. 4) 

 

ここで，Reは降伏応力，Emは加工硬化係数である． 

まず，塑性変形場と関連するパラメータの候補として，降伏比および加工硬化係数の影響

を検討する．降伏比は降伏応力と引張強さの比であり，次の式で求められる． 

 

𝑌R =
𝑅e

𝑅m
 (3. 5) 

  

ここで，YR は降伏比，Rm は引張強さである．低降伏比材料は引張強さに対して比較的低い

応力で降伏するため塑性変形が進展しやすく 3)，カバー材全体での塑性仕事が大きくなると

考えられる．また，加工硬化係数は(3. 4)式に示したように応力－ひずみ線図の塑性域にお

ける傾きを表し，加工硬化特性を示すことから，絞り等の塑性加工おいて関連付けられる値

である 4)．図 3. 11に解析モデルに与える応力－ひずみ線図を示す．比較対象とする応力－

ひずみ線図は全塑性仕事を 0.12J/mm3 とし，それぞれ降伏比もしくは加工硬化係数を基準

応力－ひずみ線図と同等とした． 

 図 3. 12に解析結果であるカバー材下辺の相当塑性ひずみ分布を示す．いずれの応力－

ひずみ線図においても，飛翔体先端面エッジ部の衝突箇所に相当する中心から 45mm の

箇所において，カバー材裏面側で破断ひずみに至っている事が確認できる．また，中心か

ら 45mmの箇所および固定枠に相当する 225mmの箇所近傍ではカバー材衝突面と裏面 
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図 3. 11 降伏比と加工硬化係数の影響を比較する解析用応力－ひずみ線図 
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図 3. 12 カバー材破断直前の相当塑性ひずみ分布 
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で相当塑性ひずみの値が大きく異なっており，曲げ変形が顕著であると考えられる．塑性変

形場については，降伏比を一致させた条件において全塑性仕事が 2 倍異なるにも関わらず

概ね基準応力－ひずみ線図の塑性変形場と一致する一方，加工硬化係数を一致させた条

件では破断部を除いて全体的に塑性ひずみが小さいことがわかる．従って，少なくとも破断

伸びが同一の条件下においては，カバー材の塑性変形場を表すパラメータとして加工硬化

係数よりも降伏比に優位性があるものと考えられる． 

 次に，降伏比に着目した検討を行う．図 3. 13にカバー材モデルに与える応力－ひずみ線

図を示す．いずれも全塑性仕事を 0.06J/mm3 で一定とし，基準応力－ひずみ線図のパラメ

ータである降伏応力，引張強さおよび破断伸びのいずれかを固定して降伏比を変化させた

応力－ひずみ線図をカバー材モデルに与え，解析を行う． 

 図 3. 14に解析結果として相当塑性ひずみを破断真ひずみで正規化した正規化相当塑性

ひずみ分布を示す．応力－ひずみ線図が異なる場合でも，降伏比が同一の場合は正規化

相当塑性ひずみ分布も概ね同等となっている事が確認できる．従って，カバー材の塑性変

形場に対する応力－ひずみ線図の影響は，降伏応力や引張強さ，破断伸び個々の大小に

関わらず，降伏比に集約されるといえる．  

 

図 3. 13 降伏比の大きさの影響を比較する解析用応力－ひずみ線図 
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 降伏比が塑性変形場のパラメータとなる理由について，カバー材の衝突面と裏面の塑性

変形場を示した図 3. 12において塑性変形が大きくなる箇所で顕著な曲げ変形が見られたこ

とから，曲げモーメントに着目して考察を行う．簡単のため，帯板の曲げモーメントについて

考えれば，板断面に作用する曲げモーメントは次の式で表される． 

 

𝑀 = ∫𝑅(𝜂)𝜂𝑑𝑆
𝑆

 (3. 6) 

 

ここで，Mは曲げモーメント，Rは流動応力，ηは中立軸からの距離，Sは断面積である． 

 図 3. 15に曲げが生じる帯板断面の応力分布を示す．図 3. 15(a)は弾性限界にあたる降伏

曲げ状態であり，図 3 .15(b)は破断直前にあたる全塑性曲げ状態である．なお，塑性曲げに

おいて中立軸が内側に移動する可能性があることから 5)，中立軸は板厚を 1 とした時，曲率

中心側から中立軸比 μ=0～0.5の範囲で移動し得るものとする． 

 

図 3. 14 破断直前におけるカバー材裏面の正規化相当塑性ひずみ分布 
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 まず，図 3. 15(a)の降伏曲げ時に生じる降伏モーメント M0 を考える．降伏曲げにおいて，

中立軸からの距離 ηにおける流動応力 Rを次の式で表す． 

 

𝑅(𝜂) = 𝑅e

𝜂

(1 − 𝜇)𝑡
 (3. 7) 

 

従って，(3. 7)式を(3. 6)式に代入すれば，降伏モーメント M0は次の式で表される． 

 

𝑀0 = ∫𝑅(𝜂)𝜂𝑑𝑆
𝑆

 

  = ∫ 𝑅(𝜂)𝜂𝑤𝑑𝜂
(1−𝜇)𝑡

−𝜇𝑡

 

  = 𝑤𝑡2 [
1

3
𝑅e {

𝜇3

1 − 𝜇
+ (1 − 𝜇)2}] 

(3. 8) 

 

ここで，wは帯板の幅である． 

 次に，図 3. 15(b)の全塑性曲げ時に生じる全塑性モーメント Mpについて考える．全塑性曲

げにおいて，中立軸からの距離 ηにおける流動応力 Rを次の式で表す． 

 

𝑅(𝜂) = 𝑅e

𝜂

|𝜂|
+ (𝑅m − 𝑅e)

𝜂

(1 − 𝜇)𝑡
 (3. 9) 

 

従って，(3. 9)式を(3. 6)式に代入すれば，全塑性モーメント Mpは次の式で表される． 

 

  𝑀p = ∫𝑅(𝜂)𝜂𝑑𝑆
𝑆

 

  = ∫ 𝑅(𝜂)𝜂𝑤𝑑𝜂
(1−𝜇)𝑡

−𝜇𝑡

 

  = 𝑤𝑡2 [
1

2
𝑅e(1 − 2𝜇 + 2𝜇2) +

1

3
(𝑅m − 𝑅e) {

𝜇3

1 − 𝜇
+ (1 − 𝜇)2}] 

(3. 10) 
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ここで，曲げモーメント比 Mp /M0 を定義する．曲げモーメント比は塑性曲げの容易さを示

す指標として，曲げによって生じる曲率との関係を表す際に用いられる事がある 6)7)．曲げモ

ーメント比の大きい材料は，曲げモーメントの増大に占める弾性曲げの割合が低下し，より弾

性曲げから塑性曲げに進展しやすいといえ，塑性変形場にも影響を及ぼすと考えられる．(3. 

8)式および(3. 10)式より，曲げモーメント比は次の式で表される． 

 

       

(a) 降伏曲げ 

 

       

(b) 全塑性曲げ 

図 3. 15 曲げが生じる板断面の応力分布 
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Re 

0 

Re Re 0 

Rm 
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𝑀p

𝑀0
=

𝑅m − 𝑅e

𝑅e
+

3

2

(1 − 𝜇)3 + 𝜇2(1 − 𝜇)

(1 − 𝜇)3 + 𝜇3
 

  =
𝑅m

𝑅e
− 1 +

3

2

(1 − 𝜇)3 + 𝜇2(1 − 𝜇)

(1 − 𝜇)3 + 𝜇3
 

  =
1

𝑌R
+

3

2

(1 − 𝜇)3 + 𝜇2(1 − 𝜇)

(1 − 𝜇)3 + 𝜇3
− 1 

(3. 11) 

 

(3. 11)式の通り，塑性曲げの容易さを示す曲げモーメント比に対するカバー材の機械的性

質の影響は，中立軸の位置によらず降伏比のみで表され，降伏比の逆数に比例することが

わかる．さらに，降伏応力，引張強さおよび破断伸びの大きさが直接影響しない点も図 3. 14

の解析結果と一致している．なお，降伏モーメントにおける板厚を単位板厚とすれば，曲げ

モーメント比は次の式で表される． 

 

𝑀p

𝑀0
= 𝑡2 {

1

𝑌𝑅
+

3

2

(1 − 𝜇)3 + 𝜇2(1 − 𝜇)

(1 − 𝜇)3 + 𝜇3
− 1} (3. 12) 

 

(3. 12)式の通り，降伏比の逆数の他，曲げモーメント比は板厚の 2乗に比例する．板厚の

2 乗との比例関係は(1. 9)式に示した円柱形飛翔体衝突におけるカバー材の貫通境界エネ

ルギーと一致することから，降伏比の逆数についても同様に貫通境界エネルギーと比例関

係を有する可能性が示唆された． 

以上の曲げモーメントに基づく考察より，貫通境界エネルギーが降伏比の逆数に比例す

るものと予想し，次式により貫通境界エネルギーの予測を試みる． 

 

𝐸p = 𝑘3

𝑈

𝑌R
𝑡2 (3. 13) 

  

ここで，k3は基準材料に対する比例定数である．基準材料は(3. 3)式と同様に SS400 とし，実

験結果から逆算した次の式の値を用いる． 
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𝑘3 =
𝐸P,SS400𝑌R,SS400

𝑈SS400𝑡2
=

7337 × 0.66

0.1685 × 2.32
= 5433 (3. 14) 

  

表 3. 5に衝突実験結果と(3. 13)式による予測値の比較を示す．全塑性仕事のみで予測を

行った表 3. 4に比べ，降伏比により塑性変形場を考慮した(3. 13)式による予測値は，実験値

に近い値を示している．金属製カバー材については精度も良好であり，衝突実験結果に対

する予測値の相対誤差は，SUS304 では -2.2%，真鍮板 C2801 では-1.2%と，貫通境界エ

ネルギーは概ね正しく予測されているといえる．A5052 については+38%と比較的誤差が大

きくその要因については検討が必要であるが，基準材料である SS400 に対する貫通境界エ

ネルギーの大小関係はよく表されている．また，ISO 16089 における安全率が衝突エネルギ

ーの 1.44 倍(+44%)であることから，(4. 5)式による貫通境界エネルギー予測値は金属製カ

バー材における安全評価において許容される一定の精度を確保しているといえる． 

一方，PC 板の貫通境界エネルギーは降伏比を考慮した場合も過大に評価されることとな

った．これは，PC 板のように降伏応力より低い流動応力で塑性変形が大きく進展する場合，

降伏に至った箇所で局所的に変形が進展することとなり，塑性変形場の広がりが応力－ひ

ずみ線図における塑性変形領域の始点と終点のみで評価される降伏比の値以上に抑制さ

れるためと考えられる．従って，全塑性仕事と降伏比による貫通境界エネルギーの予測は，

降伏応力より高い流動応力で塑性変形が進展する材料において適用可能と考えられる．  

表 3 . 5 (3. 13)式による貫通境界エネルギーEpの予測値と誤差 

カバー材 (3. 13)式予測値 Ep J 誤差 J 相対誤差 

SS400 1387 基準材料 

SUS304 4739 -108 -2.2% 

C2801 2457 -30 -1.2% 

A5052 186 +51 +38% 

PC 465 +411 +765% 
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３．５ 有限要素法による衝突解析 

前項で提案した貫通境界エネルギーの予測式 (3. 13)式は，金属製カバー材について衝

突実験結果と概ね良好な相関を有しているものの，A5052 では実験結果に対して誤差が生

じているように，その精度や適用範囲については検討を行う必要がある．そこで，有限要素

法による衝突解析により(3. 13)式の評価を試みる． 

衝突解析には前項と同様 Radioss を用いた．本章ではカバー材のエネルギー吸収挙動

のみに着目するため，砥石は弾性体として扱い破壊は考慮しない．図 3. 16に解析モデルを

示す．要素は 8 節点のソリッド要素とし，カバー材の要素数は 210433，節点数は 263813 で

ある．また，寸法は基準材料である SS400カバー材に準拠した 450mm×450mm×2.3mm とし，

板厚方向に要素を 4 分割した．境界条件は外周部を完全固定としている．飛翔体は衝突実

験同様，質量 3.4kg とし，寸法は⌀90mm×220mm とした．また，実際の衝突実験において，

飛翔体は発射管先端からカバー材衝突までの間に若干の傾きをもつと考えられるため，衝

突角度をカバー材の衝突面に対して 3°傾けて中央に衝突するものとした．飛翔体初速度は

1m/s 刻みで解析を行い，カバー材に亀裂が生じた最小の衝突エネルギーを貫通境界エネ

ルギーとする．  

 

図 3. 16 衝突実験の解析モデル 
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３．５．１ 衝突実験結果に対する解析モデルの精度 

本研究の解析モデルが衝突実験結果に対してどの程度の精度を有するか確認するため，

応力－ひずみ線図を図 3. 2から図 3. 5の供試カバー材の引張試験結果に基づく多直線近

似塑性としたカバー材料モデルを用い，衝突解析を行う．図 3. 17にカバー材料モデルに与

える応力－ひずみ線図を示す．また，表 3. 6に密度，ヤング率，ポアソン比を示す 8)． 

表 3. 7 に解析結果と衝突実験結果に対する相対誤差を示す．なお，解析結果は(1. 9)式

により板厚 1.0mm の貫通境界エネルギーに換算した．本解析ではカバー材のひずみ速度

依存性を考慮していないが，ひずみ速度 5.0×10-2s-1 の引張試験結果に基づく解析結果は

実験結果と概ね一致しており，(3. 13)式の適用範囲を検討する上では十分な精度が得られ

ているものと考えられる． 

 

 

 

図 3. 17 多直線近似塑性によるカバー材の応力－ひずみ線図 
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表 3 . 6 カバー材モデルの機械的性質 8) 

カバー材 密度 kg/m3 ヤング率 GPa ポアソン比 

SS400 7850 205 0.30 

SUS304 7930 193 0.30 

C2801 8390 103 0.35 

A5052 2680 68 0.34 

 

表 3 . 7 貫通境界エネルギーEpの解析結果と誤差 

カバー材 解析結果 Ep J 誤差 J 相対誤差 

SS400 1486 +99 +7.1% 

SUS304 5102 +255 +5.3% 

C2801 2661 +174 +7.0% 

A5052 104 -21 -23% 
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３．５．２ 貫通境界エネルギー予測式適用範囲の検討 

(3. 13)式の適用範囲を明らかにするため，そのパラメータである全塑性仕事および降伏比

を変化させた様々な応力－ひずみ線図をカバー材モデルに与え，予測値と解析結果の比

較を行う．図 3. 18 にカバー材モデルに与える応力－ひずみ線図を示す．カバー材モデル

は，第 3. 4. 2項と同様に密度，ヤング率，ポアソン比を基準材料 SS400 と同等とした全塑性

仕事 0.06J/mm3，降伏比 0.5 の基準応力－ひずみ線図を基本とし，全塑性仕事または降伏

比のみを変化させて比較するものとした． 

表 3. 8 に，降伏比 0.5，降伏応力 200MPa で一定とし，全塑性仕事を変化させた場合(図

3. 17(a))の比較結果を示す．(3. 13)式による貫通境界エネルギー予測値と解析結果の誤差

は全塑性仕事 0.04J/mm3以上では±5%以内であった．一方，全塑性仕事 0.03J/mm3以下で

は徐々にかい離が大きくなった． 

表 3. 9 に，全塑性仕事 0.06J/mm3，破断伸び 0.2 で一定とし，降伏比を変化させた場合

(図 3. 17(b))の比較を示す．(3. 13)式による貫通境界エネルギー予測値と解析結果の誤差は

降伏比 0.4 以上では±5%以内であった．一方，降伏比 0.3 以下では徐々にかい離が大きく

なった． 

図 3. 19に，(3. 13)式による予測値が解析結果と概ね一致した場合と一致しなかった場合

における，カバー材破断開始時の塑性変形の一例を示す．図 3. 19(a)の予測値と解析結果

が概ね一致した条件では，塑性変形がカバー材ほぼ全域で生じているのに対し，図 3. 19(b)

の一致しなかった条件ではカバー材全域に至っていないことが確認できる．これは一例で示

した以外の条件でも同様であり，破断開始時の塑性変形領域が狭いほど(3. 13)式の予測値

との誤差も大きく，より貫通境界エネルギーが低い解析結果となった．カバー材による衝突エ

ネルギー吸収においては塑性仕事が重要であるが，塑性変形の範囲が狭い場合，吸収で

きるエネルギー量も低下するためと考えられる．  

表 3. 8 および表 3. 9 より，本解析条件においては全塑性仕事 0.04J/mm3以上，降伏比

0.4 以上であれば塑性変形領域はカバー材寸法である 450mm×450mm の全域に至り，(3. 

13)式による貫通境界エネルギーの予測値が衝突実験結果と概ね一致する．塑性変形領域
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が全塑性仕事や降伏比が低い場合に狭くなるのは，降伏比が低い場合に(3. 13)式から導出

される飛翔体衝突速度がカバー材面内方向の塑性変形伝播速度にくらべて高くなりすぎる

ことで，変形がカバー材全域に至る前に破断が生じるためと考えられる． 

なお，本解析においては基準条件よりも機械的性質が優れる全ての条件においてカバー

材のほぼ全域に塑性変形が至っており，圧延鋼板に関して(3. 13)式の適用に問題はないと

考えられる．また，(3. 13)式による A5052 の貫通境界エネルギー予測値が衝突実験結果に

比べて安全側に誤差をもつのは，表 3. 3 より A5052 の全塑性仕事が 0.02841J/mm3 と，(3. 

13)式の適用可能範囲を下回っているためと考えられ，比較的解析条件の近い表 3. 8 の全

塑性仕事 0.03J/mm3 における相対誤差は衝突実験のものと概ね一致していることが確認で

きる．図 3. 20に，第 3. 5. 1項で行った A5052の衝突解析におけるカバー材破断開始時の

塑性変形状態を示す．A5052 の塑性変形領域は図 3. 10(b)同様，塑性変形領域がカバー

材全域に至っていないことが確認できる． 

なお，線形硬化弾塑性体においても(3. 13)式による予測が可能であったことから，応力－

ひずみ線図が不明な材料の貫通境界エネルギーを予測する場合，全塑性仕事を次の式で

計算しても良い． 

 

𝑈 =
1

2
(𝑅e + 𝑅m)𝜀b (3. 15) 

 

表 1. 1における，ISO 16089に規定されている鉄系カバー材の機械的性質最低値につい

て(3. 1)式および(3. 5)式により全塑性仕事と降伏比を計算すると，いずれも全塑性仕事

0.04J/mm3 以上，降伏比 0.4 以上であった．従って，(3. 13)式は圧延鋼板やステンレス鋼板

だけでなく，鋳鉄や鋳鋼等にも適用可能であると考えられる． 
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(a) 全塑性仕事 Uの異なる条件(降伏比，応力一定) 

 

 

(b) 降伏比 YRの異なる条件(全塑性仕事，破断伸び一定) 

図 3. 18 解析用応力－ひずみ線図 
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表 3 . 8 (3. 13)式予測値の精度に及ぼす全塑性仕事 Uの影響 

全塑性仕事 U J/mm3 解析結果 Ep J
 (3. 13)式 Ep J 相対誤差 

0.02 750 1150 +53% 

0.03 1239 1724 +39% 

0.04 2203 2299 +4.4% 

0.05 2858 2874 +0.6% 

0.06(基準) 3597 3449 -4.1% 

0.07 4082 4024 -1.4% 

0.08 4597 4598 +0.0% 

0.09 5331 5173 -3.0% 

0.1 5918 5748 -2.9% 

 

表 3 . 9 (3. 13)式予測値の精度に及ぼす降伏比 YRの影響 

降伏比 YR
 解析結果 Ep J

 (3. 13)式 Ep J 相対誤差 

0.2 4957 8622 +74% 

0.3 4597 5748 +25% 

0.4 4422 4311 -2.5% 

0.5(基準) 3597 3449 -4.1% 

0.6 2999 2874 -4.2% 

0.7 2586 2463 -4.7% 

0.8 2203 2156 -2.2% 

0.9 1965 1916 -2.5% 
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(a) U=0.06J/mm3(相対誤差+4.1%) 

 

(b) U=0.02J/mm3(相対誤差-53%) 

図 3. 19 カバー材破断開始時の塑性変形と(3. 13)式に対する相対誤差の一例(YR=0.5) 
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図 3. 20 A5052カバー材破断開始時の塑性変形 
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３．６ まとめ 

4種類の金属製カバー材(一般構造用圧延鋼板 SS400，ステンレス鋼板 SUS304，真鍮板

C2801，アルミニウム合金板 A5052)および透明材料のポリカーボネート(PC)板に対する一般

砥石(WA46O8V)製円柱形飛翔体を用いた衝突実験および解析を行い，以下の結論を得た． 

1) 貫通境界エネルギーはカバー材の全塑性仕事(応力－ひずみ線図の面積)に概ね比

例し，塑性変形量が重要なパラメータとなる． 

2) 飛翔体衝突による金属製カバー材の塑性変形場は降伏比に相関し，その貫通境界

エネルギーは帯板の曲げモーメント比と同様，降伏比に概ね反比例する． 

3) PC板は金属製カバー材と塑性変形場の形成が異なり，降伏応力より低い流動応力

で塑性変形が進展することで塑性変形が局所化する． 

4) 金属製カバー材の引張試験結果に基づく貫通境界エネルギー予測式として，以下

の式を導出した． 

 

𝐸p = 𝑘3

𝑈

𝑌R
𝑡2 

  

5) 貫通境界エネルギー予測式は塑性変形場に着目した実験式であるため，飛翔体衝

突による金属製カバー材の塑性変形が固定枠まで至り，塑性変形領域が概ね等価

となる条件において適用できる． 
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第４章 飛翔体衝突における砥石破壊の影響 

４．１ はじめに 

砥石衝突実験装置による先行研究 1)および第 3 章の衝突実験では，図 3. 8 に示したよう

に，衝突後の砥石製飛翔体に大きな損傷が生じていなかった．研削砥石が脆性材料であり

衝突時に破壊を伴う可能性がある点は研削盤砥石カバーの衝突安全性を検討する上で重

要な特徴であるものの，これまでの実験条件ではこの特徴を考慮できていないこととなる．一

方で，実験装置の飛翔体発射速度やカバー材板厚の制約から，第 3 章の実験条件におい

て砥石製飛翔体に大きな破壊を生じさせることは困難である． 

本章では，飛翔体に用いる研削砥石を低強度のものとしたり，あるいは衝突時の接触面

積が小さくなる形状の砥石製飛翔体を用いた衝突実験を行うことで，衝突時の砥石破壊を

促し，衝突安全性に及ぼす影響を明らかにする． 

 

４．２ 砥石製飛翔体 

図 4. 1に飛翔体の外観を示す．飛翔体には第 3章で用いた円柱形飛翔体(⌀90 mm×220 

mm)および先端部を先端角 90°の円錐形に加工した円錐形飛翔体を用い，飛翔体先端形

状および砥石強度が衝突時の飛翔体の破壊や衝突安全性におよぼす影響を検討する．飛

翔体に用いる砥石について，円柱形飛翔体はWA46H8VおよびWA46E12Vの 2種類とし，

円錐形飛翔体は WA46O8V，WA46K8V，WA46H8V の 3 種類とする．各砥石の機械的性

質は表 2. 3 に示した通りである．なお，飛翔体の質量は，円柱形の WA46E12V が 2.8kg，

WA46H8V が 3.2kg であり，円錐形の WA46O8V が約 2.7 kg，WA46K8V が約 2.6 kg，

WA46H8Vが約 2.5 kgである． 
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４．３ 砥石衝突実験 

カバー材には一般構造用圧延鋼板(SS400)を用いる．SS400 の応力－ひずみ線図および

機械的性質は図 3. 3および表 3. 1に示した通りである． 

４．３．１ 円柱形飛翔体の衝突実験 

表 4. 1 に衝突実験結果を示す．圧縮強度 68MPa の WA46H8V 製飛翔体は，先行研究

1)や表 3. 2における圧縮強度 171 MPaのWA46O8V飛翔体と同等の貫通境界エネルギー

だったのに対し，圧縮強度 13 MPaのWA46E12V飛翔体では最も薄い板厚 1.6mmで不貫

通となった．図 4. 2に実験後の飛翔体の外観を示す．図 4. 2(a)に示すWA46H8V飛翔体が

エッジ部の僅かなチッピングのみで概ね元の形状を維持しているのに対し，図 4. 2(b)に示す

不貫通の WA46E12V 飛翔体はテフロンリング付近まで大きく消失している．すなわち，

WA46E12V砥石は，板厚 1.6mmの SS400製カバー材を貫通するために必要な強度を満た

していないと考えられる． 

   

(a) 円柱形飛翔体         (b) 円錐形飛翔体 

図 4. 1 砥石製飛翔体の外観 
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表 4. 1 SS400 製カバー材に対する円柱形飛翔体の衝突実験結果 

飛翔体 板 厚 mm 衝突エネルギー J 結 果 

WA46E12V 

(σm=23MPa) 
1.6 

2800 

◯ 

3962 

4716 

7072 

7768 

WA46H8V 

(σm=68MPa) 

1.6 

3083 

△ 
3721 

2.3 7225 

3.2 13988 

 

   

(a) WA46H8V(3721J)                    (b)WA46E12V(7027J) 

図 4. 2 SS400 製カバー材(t=1.6 mm)に対する衝突実験後の飛翔体写真 
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４．３．２ 円錐形飛翔体の衝突実験 

表 4. 2，表 4. 3および表 4. 4に衝突実験結果を示す．いずれの結合度の円錐形飛翔体に

おいても貫通境界が得られた．ただし，円錐形飛翔体では円柱形飛翔体に比べ貫通境界

領域が広い傾向が見られたため，円錐形飛翔体の衝突実験では衝突安全性評価の基準と

して，貫通境界エネルギーの下限値である最小破断エネルギーのみに着目することとした．

そのため，WA46H8V 製飛翔体における板厚 2.3mm および 3.2mm の実験結果を除き，破

断(×)については得ていない．なお，円錐形飛翔体の最小破断エネルギーはいずれの研削

砥石を用いた場合においても，(1. 9)式および表 4. 1 に示す円柱形飛翔体の貫通境界エネ

ルギーより低くなることが確認された．  

表 4. 2 WA46H8V製円錐形飛翔体による衝突実験結果 

板 厚 mm 衝突エネルギー J 結 果 

2.3 

482 
○ 

2074 

3010 

△ 
3646 

3721 

5272 

5978 × 

3.2 

5605 ○ 

7174 

△ 
7797 

8567 

10217 

13264 × 

4.0 

14588 ◯ 

17371 
△ 

19325 
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表 4. 3 WA46K8V製円錐形飛翔体による衝突実験結果 

板 厚 mm 衝突エネルギー J 結 果 

2.3 

1060 
○ 

1360 

1568 △ 

3.2 

3552 ○ 

4164 
△ 

5080 

4.0 

5059 ◯ 

6139 
△ 

7309 

 

 

表 4. 4  WA46O8V製円錐形飛翔体による衝突実験結果 

板 厚 mm 衝突エネルギー J 結 果 

2.3 

474 
○ 

969 

994 △ 

3.2 

1074 ○ 

1798 

△ 2659 

3652 

4.0 

2133 ◯ 

2628 

△ 

3313 

3763 

4259 

4319 

5531 
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衝突実験後の飛翔体損傷の一例として，図 4. 3 に板厚 3.2mm のカバー材に衝突した後

の先端部損傷を砥石の種類毎に，図 4. 4に最小破断エネルギーを得たWA46K8V飛翔体

の先端部損傷をカバー材の板厚毎に示す．また，図 4. 5 に一例として，WA46H8V の先端

部損傷の断面形状を示す．衝突後の飛翔体先端部は図 4. 2 および図 4. 3 に示すように先

端部が損傷により潰れたような形状となっていることがわかる．また，図 4. 5に示すようにこの

損傷は飛翔体内側にクレータのように進展しており，クレータ状損傷内には砥粒および結合

剤が押しつぶされたように堆積していた．特に図 4. 3(a)に示すWA46O8Vや，図 4. 4(c)に示

す WA46K8V ではこの堆積が衝突時にカバー材と接触した際の状態と思われる形状のまま

となっており，先端部が若干の丸みを帯びていることがわかる．本章では，この砥粒および結

合剤の堆積を取り除いた後の先端部直径を，円錐形飛翔体の損傷直径 dfと定義する． 

表 4. 5に最小破断エネルギーにおける損傷直径 df を示す．表 4. 5，図 4. 3および図 4. 

4 より，飛翔体先端部の損傷量および損傷直径は，カバー材板厚が厚く，砥石の圧縮強度

が低いほど大きくなることが確認できる．  

図 4. 6 にカバー材の破断・変形状況の一例として，WA46H8V 飛翔体衝突後の板厚

3.2mm のカバー材を示す．円錐形飛翔体の衝突では，衝突面が丸みを帯びて損傷直径 df

にほぼ同等な破断が発生しており，このカバー材破断直径は衝突エネルギーに依存せず，

概ね一定であることが確認できる． 

   

(a) WA46O8V            (b) WA46K8V               (c) WA46H8V 

図 4. 3 飛翔体先端部損傷における砥石結合度の影響(t=3.2mm) 

df=15mm df=24mm 
df=42mm 



71 

 

 

 

表 4. 5 最小破断エネルギーにおける飛翔体損傷直径 

板 厚 mm 

損傷直径 mm 

WA46O8V WA46K8V WA46H8V 

2.3 12 17 25 

3.2 15 24 42 

4.0 18 27 60 

 

   

(a) t=2.3mm              (b) t=3.2mm                (c) t=4.0mm 

図 4. 4 飛翔体先端部損傷におけるカバー材板厚の影響(WA46K8V) 

 

df=17mm df=24mm df=27mm 

 

図 4. 5 円錐形飛翔体の損傷断面例(WA46H8V, 7174J, t=3.2mm) 

f42mm
df=42mm 
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(a) 7174 J (△) 

 

(b) 8567 J (△) 

 

(c) 13264 J (☓) 

図 4. 6 衝突エネルギーとカバー材破断・変形状況の一例(WA46H8V, t=3.2mm) 

 

100mm 

4
2

m
m
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４．４ 考 察 

表 4. 1 に示したとおり，低圧縮強度の WA46E12V 円柱形飛翔体の衝突ではカバー材板

厚 1.6mmの SS400を貫通せず飛翔体側が破壊したものの，WA46H8V円柱形飛翔体は圧

縮強度が異なるWA46O8V と同等の貫通境界エネルギーを得た．このことから，砥石製飛翔

体の圧縮強度は衝突時の破壊に影響を及ぼすが，破壊量が無視できる程度であれば貫通

境界エネルギーには影響しないといえる．従って，貫通境界エネルギーに影響を与えるのは

飛翔体の圧縮強度ではなく破壊後の飛翔体の先端形状であり，WA46H8V と WA46O8V は

いずれも直径 90mm の円柱形状を概ね維持したため，貫通境界エネルギーが同等となった

と解釈できる． 

一方，表 4. 2から表 4. 4に示したとおり，円錐形飛翔体はいずれの圧縮強度の飛翔体に

おいても最小破断エネルギーが一致せず，圧縮強度が高い飛翔体はより最小破断エネル

ギーが低くカバー材を破断しやすい傾向が見られた．これは図 4. 3および図 4. 5に示したよ

うに，砥石圧縮強度の大小に起因する先端部損傷量の変化が，飛翔体損傷直径に同等と

なるカバー材破断直径の大きさに影響するためと考えられる．そのため，砥石破壊を伴う円

錐形飛翔体衝突時の最小破断エネルギーを予測するためには，砥石圧縮強度と飛翔体損

傷直径の相関，および損傷直径と最小破断エネルギーの相関を検討する必要がある． 

 

４．４．１ 砥石圧縮強度と飛翔体損傷直径の関係 

図 4. 7 に板厚あたりの損傷直径と，砥石圧縮強度の逆数の関係を示す．WA46H8V

は若干ばらつきが見られるものの，WA46O8V および WA46K8V ではほぼ同じ値とな

っており，損傷直径とカバー材板厚の間に比例関係があると考えられる．また，板厚

あたりの損傷直径は砥石圧縮強度の逆数と比例関係にあることが確認できる．なお，

最小 2乗法による線形近似式は次のとおりである． 
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𝑑f

𝑡
=

876.31

𝜎m
 (4. 1) 

 

(4. 1)式における板厚に対する直径が圧縮強度の逆数に比例する関係性は，次式に示

す打ち抜き加工における力の釣り合い式とほぼ同等である． 

 

𝜋𝑑2𝜎m

4
≥ 𝑘m𝜋𝑑𝑡 

          
𝑑

𝑡
≥ 4

𝑘m

𝜎m
 

(4. 2) 

 

ここで，d はパンチ工具直径，σmは砥石の圧縮強度，kmはカバー材のせん断強さ，t はカバ

ー材板厚であり，不等式を満たさない場合，パンチ工具の強度の不足により板材の打ち抜き

ができないと判定するものである 4)．なお，ミーゼスの降伏条件 5)より，kmは次式で求めること

ができる． 

 

𝑘m =
𝑅m

√3
 (4. 3) 

 

ここで，Rmはカバー材の引張強さである． 

 (4. 1)式および(4. 2)式における変数の関係性から，飛翔体の衝突においても打ち抜き加工

と同様の力の釣り合いを考慮することで，カバー材を破断する際の飛翔体損傷直径を推定

することが可能であると考えられる．一方で，図 4. 7の線形近似式である(4. 1)式について，

(4. 2)式および(4. 3)式から SS400 製カバー材のせん断強さを加味した場合，次式の通

り打ち抜き加工の式から導出される損傷直径より 0.792 倍小さな値となっていること

がわかる． 



75 

 

 

𝑑f

𝑡
=

876.31

𝜎m
= 0.792 × 4

𝑘m

𝜎m
 (4. 4) 

 

この誤差要因としては，飛翔体衝突によるカバー材の破断が打ち抜き加工のような純

粋なせん断ではなく実際には図 3. 12 で示したように曲げや引張りが混在しているこ

とや，損傷直径を決定する飛翔体先端部の損傷が研削砥石特有と考えられる図 4. 5の

クレータ損傷と砥粒・結合剤の堆積から成り単純ではないこと等が考えられる． 

 なお，(4. 4) 式を(4. 2)式に準じた次の不等式とし，任意のカバー材板厚，引張強さおよび

飛翔体直径を代入すれば，カバー材を破断する場合に必要な飛翔体圧縮強度の最低値を

推定することができる． 

 

𝜎m ≥ 1.829
𝑅m

𝑑f
𝑡 (4. 5) 

 

表 4. 6に，(4. 5)式に実験で用いた SS400製カバー材の引張強さおよび円柱形飛翔体の

直径 90mmを代入した場合における，SS400製カバー材を破断するために必要な最低砥石

圧縮強度を示す．(4. 5)式は円錐形飛翔体の損傷直径から導出したものであるが，SS400 製

カバー材に対する円柱形飛翔体の衝突においても，圧縮強度 13MPa の WA46E12V 飛翔

体が板厚 1.6mmを破断できず，圧縮強度 68MPaのWA46H8V飛翔体が板厚 4.0mmを破

断した実験結果と矛盾がないことが確認できる．  
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表 4. 5 SS400製カバー材を破断する直径 90mm円柱形飛翔体の最低圧縮強度 

板 厚 mm 最低砥石圧縮強度  MPa 

1.6 15.6 

2.3 22.4 

3.2 31.2 

 

 

図 4. 7 板厚あたりの損傷直径と砥石圧縮強度 

𝑑f

𝑡
=

876.31

𝜎m
 

𝑅2 = 0.9177 
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４．４．２ 損傷直径と最小破断エネルギーの関係 

カバー材板厚の異なる最小破断エネルギーを共通に扱うための評価基準として，図 4. 7

の損傷直径と砥石圧縮強度の関係で行った損傷直径の換算と同様に，板厚あたりの最小破

断エネルギーを Epmin/tとして次式で定義する． 

 

𝐸pmin/t =
𝐸pmin

𝑡
 (4. 6) 

 

図 4. 8 に，表 4. 5 に示した損傷直径と板厚あたりの最小破断エネルギーの関係を示す．

圧縮強度が大きく異なる砥石の実験結果が混在しているにも関わらず，損傷直径と板厚あ

たりの最小破断エネルギーの間には強い相関が見られ，その関係は累乗近似により次式で

表された． 

 

𝐸pmin/t = 11.02𝑑f
1.47 (4. 7) 

 

飛翔体直径のおよそ 1.5乗が飛翔体の貫通エネルギーに比例するという関係は，(1. 7)式

に示した吉沢らの破損限界エネルギー評価式でも指摘されており，円錐形砥石製飛翔体

でも同様の関係が得られた．(1. 7)式に示した吉沢らの破損限界エネルギー評価式 2)に

おいてカバー材破断のエネルギーが飛翔体直径の 1.5 乗に比例したことを踏襲した場

合，(4. 7)式は線形近似により次の通り修正される． 

 

𝐸pmin/t = 9.47𝑑f
1.5 (4. 8) 
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以上より，板厚あたりの最小破断エネルギーと損傷直径の関係式である(4. 8)式および打

ち抜き加工の理論に基づく損傷直径の予測式である(4. 4)式から，最小破断エネルギー予

測式は次式で表される． 

 

𝐸pmin = 9.47 (0.792
4𝑅m

√3𝜎m

𝑡)

1.5

𝑡 = 23.42 (
𝑅m

𝜎m
)

1.5

𝑡2.5 (4. 9) 

 

図 4. 9に，衝突実験結果と(4. 9)式の比較を示す．(4. 9)式は砥石の圧縮強度およびカバ

ー材板厚に影響を受ける最小破断エネルギーの大小関係を概ね予測できていることが確認

できる．さらに，第 3 章で明らかにしたカバー材の機械的性質の影響を考慮すれば，任意の

カバー材における円錐形飛翔体衝突時の最小破断エネルギーは次式で表される．  

 

図 4. 8 損傷直径と板厚あたりの最小破断エネルギーの関係 

𝐸pmin/t = 11.02𝑑f
1.47 

𝑅2 = 0.987 

𝐸pmin/t = 9.47𝑑f
1.5 

𝑅2 = 0.990 
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𝐸pmin = 90.53
𝑈

𝑌R
(

𝑅m

𝜎m
)

1.5

𝑡2.5 (4. 10) 

 

なお，(4. 9)式および(4. 10)式では最小破断エネルギーはカバー材板厚の 2.5乗に比例

することとなり，曲げモーメント比より導出した(3. 12)式およびこれに基づいた円柱

形飛翔体の貫通境界エネルギー実験式である(3. 13)式と板厚乗数の大きさが異なって

いる．これは，円錐形飛翔体の衝突のように砥石破壊を大きく伴う場合，衝突過程に

おいて損傷直径が変化するため，図 3. 12 に示したようなカバー材破断箇所において

局所的に大きな塑性ひずみを生じる変形とは異なり，飛翔体衝突面全域に塑性ひずみ

が進展するなど，塑性変形場が比較的複雑になることが原因として予想される．一方，

この予想は図 4. 6に示したように円錐形飛翔体衝突後のカバー材衝突面が丸みをおび

変形していること以外に根拠がないため，実際に円柱形飛翔体と塑性変形場が異なる

か，さらには最小破断エネルギー実験式の板厚乗数を 2.5 とすることが実験範囲以外

についても適当かについては衝突解析を行うことで検証する必要がある． 
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図 4. 9 損傷直径に基づく最小破断エネルギー予測式((4. 9)式) 

𝐸pmin = 23.42 (
𝑅m

𝜎m
)

1.5

𝑡2.5 
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４．５ まとめ 

砥石製飛翔体の圧縮強度および先端形状を変更した衝突実験を行い，衝突によって砥

石破壊が生じる場合の影響について検討し，以下の結論を得た． 

1) 円柱形飛翔体の貫通境界エネルギーは衝突時の飛翔体損傷がチッピング程度の場合，

砥石圧縮強度によらない．ただし，一定の圧縮強度以下ではカバー材を破断することな

く飛翔体側が破壊する． 

2) 円錐形飛翔体の貫通境界エネルギーは円柱形飛翔体より低くなり，貫通境界領域は広

くなる．また，その最小破断エネルギーは飛翔体圧縮強度が高い場合低くなる． 

3) 衝突後の円錐形飛翔体先端部は破壊し，クレータ状の損傷と砥粒および結合剤の堆積

が生じる． 

4) カバー材の破断直径は，飛翔体の損傷直径と概ね同等となる． 

5) 飛翔体の損傷直径は，カバー材板厚に比例し，砥石圧縮強度に反比例する．この関係

は打ち抜き加工の式と同様である． 

6) カバー材板厚あたりの最小破断エネルギーは，飛翔体損傷直径の1.5乗に比例する． 

7) 飛翔体とカバー材の強度比に基づき，円錐形飛翔体の最小破断エネルギーの推定を行

う以下の実験式を導出した． 

 

𝐸pmin = 90.53
𝑈

𝑌R
(

𝑅m

𝜎m
)

1.5

𝑡2.5  
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第５章 砥石破壊解析手法の提案と衝突解析 

５．１ はじめに 

前項においてカバー材の塑性変形場の形成と関連して円錐形飛翔体の衝突解析の必要

性に触れたが，第 1. 4. 2 項で述べたとおり，衝突に関する研究において一般的に用いられ

る解析手法を用いて研削砥石の破壊を伴う衝突解析を行うことは困難である．そのため，研

削砥石の脆性多気孔という特性や，砥粒と結合剤から成る複合材であるという点を踏まえ，

特にその破壊挙動を再現し得る解析手法を提案する必要がある．  

本章では，砥石の衝突解析の基礎となる砥石単体の破壊解析手法について，破断条件

に至った有限要素法のソリッド要素を粒子法の SPH粒子に置き換える Solid to SPHに着目

し，その適用可能性について検討を行う．また，同手法を用いて第 4章で行った円錐形飛翔

体の衝突解析を行い，実験結果との比較から提案手法の妥当性を検証するとともに，衝突

実験式について検討する．なお，Solid to SPHは Radioss (Altair)や LS-DYNA (LSTC)等の

衝突・構造解析ソフトウェアが実装している機能である．Solid to SPHの本来の目的は，粒子

法における計算コストや安定性の問題の緩和であるが 1)2)，本研究では要素の置き換え前後

で破断条件等，若干の物理的変更が可能である点に着目し，ソリッド要素を砥石，SPH 粒子

を砥粒に見立てた砥石破壊解析への適用を試みる． 

 

５．２ 解析対象とする研削砥石の圧縮試験 

５．２．１ 試験方法 

砥石の破壊解析について検討を行うため，解析対象とする研削砥石の準静的圧縮試験

を行い，実際の研削砥石の破壊形状および荷重－変位関係を取得する．供試研削砥石は

WA46O8V とした．WA46O8Vの諸元および機械的性質は表 2. 2および表 2. 3に示した通

りである． 

図 5. 1に試験片の外観を示す．第 2章の圧縮試験で用いた円柱形試験片の場合は圧縮

強度で急激に破壊が進展してしまうため，本章で用いる試験片は直径 28mm，高さ 28mmの

円柱形上部を先端角 90°に加工し円錐形状とした．円錐部先端から破壊を徐々に進展させ，
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第4章において円錐形飛翔体の衝突実験で生じた図 4 .5のクレータ損傷を形成することで，

解析手法の検討に必要な破壊過程の荷重－変位関係を取得する．圧縮速度は 5, 50, 

500mm/minの 3通りとした． 

 

５．２．２ 試験結果 

図 5. 2に圧縮荷重－圧縮変位関係を示す．なお，圧縮耐荷重の参考値として，圧縮変位

zcから推定される圧縮面積 Scと，表 2. 3 における最大圧縮強度 σmの積 F を次の式で定義

する． 

 

𝐹 = 𝜎m𝑆c = 𝜎m𝜋𝑧c
2 (5. 1) 

  

圧縮荷重の増加傾向は圧縮速度によらず概ね一定であり，参考値として示した最大圧縮

強度に基づく(5. 1)式とほぼ一致した．図 2. 8 の円柱形試験片の応力－ひずみ線図ではひ

ずみ速度依存性が確認されていた一方，円錐形試験片では圧縮速度の影響が見られなか

った．これは，最も面積が小さい円錐形先端部の圧縮面に応力が集中することで局所的な

ひずみ速度が高くなり，破壊箇所は圧縮速度によらずひずみ速度が比較的高い近い状態と

 

図 5. 1 圧縮試験片の外観  
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なったためと考えられる． 

図 5. 3 に圧縮後の砥石試験片を示す．試験片の亀裂進展にはランダム性があるものの，

図 5. 3(a)のように円錐形飛翔体の衝突実験と同様のクレータ損傷が円錐形先端部に生じ，

細粉した砥粒および結合剤がクレータ内に押し固められたように堆積している点はいずれの

試験片でも一致していた．図 4. 5 の衝突実験後の円錐形飛翔体と同様に生じた特徴的なク

レータ損傷は，WA砥石に比べ細粉した白色アルミナ砥粒の圧縮強度がより高いために生じ

たものと考えられる．また，亀裂は図 5. 3(b)のようにクレータ損傷を横断し進展した．  

 

図 5. 2 圧縮試験片の荷重－変位関係 

 

𝐹 = 𝜎m𝑆c 

※σm=171MPa 
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(a) 破断面(圧縮速度 50mm/min) 

 

(b) 外 観(圧縮速度 500mm/min) 

図 5. 3 圧縮試験後の破断形状 

砥粒・結合剤の堆積 

亀 裂 

クレータ損傷 

亀 裂 
亀 裂 

亀 裂 

砥粒・結合剤の堆積 
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５．３ 提案する砥石破壊解析手法 

５．３．１ 解析モデル 

Solid to SPH を用いた砥石破壊解析には第 3. 5 項における円柱形飛翔体の衝突解析と

同様 Radioss(Altair)を用いる． 図 5. 4 に圧縮試験の解析モデルを示す．解析モデルの寸

法は第 5. 2項で行った実際の圧縮試験に準拠し，有限要素モデルは 4接点テトラソリッド要

素により作成する．なお，ソリッド要素の要素長 lは 1.0mm とした．ソリッド要素が材料構成則

の破断条件を満たした際，Solid to SPH により，砥粒と結合剤に見立てた粒子法の SPH 粒

子へ置き換えを行う． 

砥石試験片モデルの上下には剛体板を配置し，上側の剛体板を試験片モデルに一定速

度で押し付けることで圧縮試験を再現する．この際，剛体板にかかる z 軸方向の荷重を出力

し，実際の圧縮試験結果と比較する．なお，Solid to SPH による解析は陽解法であり，準静

的条件では時間的な解析コストが高くなってしまうことから，後の衝突解析を考慮し，圧縮速

度は衝突実験装置の飛翔体発射速度を参考に 10m/s とした． 

 

図 5. 4 Solid to SPHによる圧縮試験解析モデル 

ソリッド要素 

SPH粒子 

1.0mm 

圧 縮 

剛体板 
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y x 
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５．３．２ 材料構成則 

砥石の材料構成則には砂やコンクリート等の解析に用いられる Drucker-Prager 構成則を

適用した．Drucker-Pragerの降伏条件は次式により定義される 3)． 

 

 𝑓(𝐼1, 𝐽2) = 𝛼𝐼1 +√𝐽2 − 𝑘 (5. 2) 

  

ここで，I1は応力の 1次不変量，J2は偏差応力の 2次不変量である．係数 αおよび kは，内

部摩擦角 φ と粘着力 cにより次式で求められる． 

 

𝛼 =
2 sin𝜑

√3(3 − sin 𝜑)
 (5. 3) 

  

𝑘 =
6𝑐 cos𝜑

√3(3 − sin 𝜑)
 (5. 4) 

  

また，粘着力 cは一軸圧縮強度 σmより次式で導出できる 4)． 

 

𝑐 = 𝜎m
1 − sin𝜑

2 cos𝜑
 (5. 5) 

  

なお，WA 砥石の内部摩擦角は長尾ら 5)による WA60K8V 砥石の三軸圧縮試験により

φ=28.5°とされており，本研究ではこの値を用いる． 

図 5. 5 に単軸換算した砥石モデルの公称応力-公称ひずみ関係を示す．圧縮側は

WA46O8V砥石の圧縮強度 σmまで至った後，Solid to SPHによりソリッド要素を SPH粒子に

変換し，アルミナの圧縮強度 σg=2160MPa まで硬化係数 Eg=360GPa で硬化するものとする

6)．また，引張側については本間ら 7)により WA 砥石の引張・圧縮強度比は 1/5～1/6 程度と

されていることから，本研究では圧縮強度の 1/6で破断するものとした．  
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５．３．３ 研削砥石のモデル化と粒子法パラメータ 

前項の材料構成則において，研削砥石の特徴である引張圧縮強度比や，砥石破壊後に

飛散する砥粒が元の研削砥石に比べて高い圧縮強度を有する点は考慮することができた．

一方で，砥粒の粒径や粒度，研削砥石の気孔率といったパラメータは材料構成則や既存の

解析手法で考慮することが困難であり，Solid to SPH解析モデルの要素で工夫を行う必要が

ある． 

本研究では Solid to SPH により有限要素法のソリッド要素から粒子法の SPH 粒子へ置き

換えを行う際，SPH 粒子において粒径，粒度および気孔率の影響を考慮する方法を検討す

る．研削砥石としての構造を維持している間は気孔を含んだ比較的低密度なソリッド要素と

して解析を行い，ソリッド要素が材料構成則の破断条件を満たした後は気孔を含まない高密

度の SPH粒子への置き換えを行えば，気孔率の影響は解析モデル上で考慮されるものと考

えられる．この時，材料構成則上は図 5. 5 の通り連続性が保たれているため，ソリッド要素と

SPH 粒子の質量が一致していれば，要素の置き換え前後において矛盾は生じない．一方，

SPH粒子は砂のような物理的な粒子とは異なり，あくまで評価点としての役割を有するもので

 

図 5. 5 砥石モデルの公称応力-公称ひずみ関係(単軸換算) 
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あるため，解析対象とする研削砥石の平均粒径等を適用しても粒径や粒度を考慮したことに

はならない点に留意する必要がある．  

粒子法は SPH 粒子が持つ物理量を重ね合わせ平滑化することで解析を行う手法であり，

重ね合わされた質量等の物理量 f(x)はカーネル関数 Wにより次の近似式で表される 8)． 

 

𝑓(𝑥) =∑
𝑚𝑖

𝜌𝑖
𝑓(𝑥𝑖)𝑊(𝑥 − 𝑥𝑖 , ℎ)

𝑛

𝑖=1

 (5. 6) 

  

ここで，x は評価点座標，miは粒子の質量，ρiは粒子の密度，f(xi)は粒子 1 個の物理量，

xiは粒子点座標，hはスムージング長である．Radiossは SPH粒子の物理量分布を表すカー

ネル関数Wに 3次スプライン関数を用いており，次式で表される． 

 

𝑊(𝑥, ℎ) = 𝑎D

{
 
 

 
 1 −

3

2
(
𝑥

ℎ
)
2

+
3

4
(
𝑥

ℎ
)
3

𝑥 ≤ ℎ          

1

4
(2 −

𝑥

ℎ
)
3

                 ℎ ≤ 𝑥 ≤ 2ℎ

0                                   2ℎ ≤ 𝑥         

 (5. 7) 

  

ここで，𝑎Dは次元を表す係数である． 

スムージング長 h は通常評価点としての役割を有する SPH 粒子の影響半径，すなわち

SPH 粒子の物理量が重ね合わされる範囲を定義するのみで物理的意味を持たず，初期の

粒子間距離の 1.2～2 倍程度とすることが一般的とされる 9)．SPH 粒子による物理量の表現

の一例として質量を例にとり，図 5. 6(a)にスムージング長 hを粒子間距離の 1.2倍とし，mi/ρi・

f(xi)=1 とした場合の各粒子の質量分布および，(5. 6)式により重ね合わされた質量を示す．

影響範囲内の粒子数が不足する端部を除き，重ね合わされた質量 f(x)が一様になることが

確認できる． 

一方で，スムージング長が粒子間距離未満の場合，重ね合わされた物理量は一様になら

ない．一例として，図 5. 6(b)にスムージング長を粒子間距離の 0.5 倍とした場合の各粒子の

質量分布と，重ね合わされた質量を示す．スムージング長が粒子間距離より短い場合，重ね
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合わされた質量 f(x)はいずれの領域でも一様でないことが確認できる．このように質量分布

が一様でないということは，すなわちポロシティが表現されていると捉えることができ，これを

研削砥石の破壊解析に応用することでスムージング長を変数として研削砥石内の砥粒およ

び結合剤の不均一性，すなわち粒径，粒度や気孔の影響を再現できるものと考えられる．な

お，スムージング長を初期粒子間距離未満とした場合，隣接粒子数の不足により引張不安

定性が増す可能性が指摘されているが 10)11)，液体のスロッシング解析のように解析中にスム

ージング長が粒子間距離を下回る場合等に用いられる補正方法 12)を必要に応じて適用す

ることで対処可能と考えられる．一方，スムージング長は本来物理的意味を有するパラメータ

ではなく，また物理的意味を付与した研究例も確認できないことから，研削砥石の諸元に応

じた適切なスムージング長の定義方法については独自に提案を行う必要がある．本研究で

は，SPH 粒子の物理量分布に着目し，任意の粒径，粒度の砥粒の物理量分布のモデル化

から，最適なスムージング長の導出を試みる． 

研削砥石中の砥粒は，JIS R 6001に基づき 5段階のふるいにより粒径が選定されており，

その粒度分布は一般に正規分布に近いとされる 13)14)．JIS R 6001 における各ふるいの目と

通過砥粒割合から，本研究で用いた WA46O8V 砥石は平均粒径�̅�g =355μm，標準偏差

s=67.52 と概算した．この時，砥粒径の確率密度関数 p(rg)は次の式で表される． 

 

𝑝(𝑟g) =
1

√2𝜋𝑠2
𝑒
−
(2𝑟g−�̅�g)

2

2𝑠2  (5. 8) 

  

ここで，rgは砥粒の半径である． 

図 5. 7 に砥粒・結合剤形状の簡略化モデルを示す．簡略化モデルにおける砥粒は真球

形とし，結合剤はその表面を均一な厚さで覆っているものとする．この時，結合剤体積を Vb，

砥粒体積を Vg，結合剤率(vol.%)を μb，砥粒率(vol.%)を μgとすれば，砥粒半径 rgに対する

結合剤厚さ比 bは球の体積から次式のとおり導出される． 
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(a) h=1.2 

 

(b) h=0.5 

図 5. 6 スムージング長 h と物理量 f(x)の例 (粒子間距離 1mm) 
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               𝑉b =
𝜇b
𝜇g
𝑉g 

4

3
𝜋 {(𝑟g(𝑏 + 1))

3

− 𝑟g
3} =

𝜇b
𝜇g

4

3
𝜋𝑟g

3 

               𝑏 = √
𝜇b
𝜇g
+ 1

3
− 1 

(5. 9) 

  

また，図 5. 7の簡略化モデル内において，砥粒の中心から任意の距離 xにおける断面積

は次式で表される． 

 

𝑆g(𝑥, 𝑟g) = 𝜋(𝑟g
2 − 𝑥2)          |𝑥| ≤ |𝑟g|   (5. 10) 

  

 

𝑆b(𝑥, 𝑟g) = {
𝜋𝑟g

2𝑏(𝑏 + 2)         |𝑥| ≤ |𝑟g|                         

𝜋𝑟g
2(𝑏 + 1)2 − 𝑥2  |𝑟g| ≤ |𝑥| ≤ |𝑟g(𝑏 + 1)|

 (5. 11) 

  

 

(a) 砥粒径と結合剤厚さ        (b) 砥粒・結合剤の断面積 

図 5. 7 砥粒・結合剤形状の簡略化モデル 
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rg brg 
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ここで，Sg は砥粒の断面積，Sb は結合剤の断面積であり，これらの断面が有する微小質量

∆𝑚g+bは次式で表される． 

 

∆𝑚g+b(𝑥, 𝑟g) = 𝜌g𝑆g(𝑥, 𝑟g) + 𝜌b𝑆b(𝑥, 𝑟g) (5. 12) 

 

ここで，ρg は砥粒の密度， ρb は結合剤の密度であり，本研究では ρg=3950kg/m3，

ρb=2450kg/m3とする 5)．従って，簡略化モデル 1個あたりの質量 mg+bは次式で表される． 

 

𝑚g+b(𝑟g) = ∫ ∆𝑚g+b(𝑥, 𝑟g)𝑑𝑥
𝑟g(𝑏+1)

−𝑟g(𝑏+1)

 (5. 13) 

 

 (5. 12)式および(5. 13)式により，簡略化モデルの個々の粒径における物理量(質量)につ

いては記述ができた．しかし，実際の砥石は前述の通り粒径にばらつきがあるため，1 種類

の SPH粒子により砥粒および結合剤を表現するためには，平均粒径を用いるだけでは不正

確である．そこで，簡略化モデルを基礎とし，粒径のばらつきを考慮した基準砥粒・結合剤を

定義する．基準砥粒・結合剤の任意断面における微小質量∆𝑚g+b,s(𝑥)は，砥粒径の確率密

度関数𝑝(𝑟g)を乗じ，砥粒半径 rgで積分した次式で定義する． 

 

∆𝑚g+b,s(𝑥) = ∫ 𝑝(𝑟g)∆𝑚g+b(𝑥, 𝑟g)𝑑𝑟g

∞

0

 (5. 14) 

 

また，基準砥粒・結合剤の質量は(5. 14)式を距離 xで積分することで求められる． 

 

𝑚g+b,s = ∫ ∫ 𝑝(𝑟g)∆𝑚g+b(𝑥, 𝑟g)𝑑𝑟g𝑑𝑥
∞

0

∞

−∞

 (5. 15) 

 

 (5. 14)式および(5. 15)式により，研削砥石中の砥粒がその中心からある距離に持ちうる平

均的な物理量(質量)を，粒度分布を考慮して表すことができた．  
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次に，粒度分布が考慮された基準砥粒・結合剤の SPH粒子的表現を考える．1個の SPH

粒子内では図 5. 7 の簡略化モデルのような材質の違いを表現できないため，砥粒と結合剤

の混合密度 ρg+bを次式で求める． 

 

𝜌g+b =
𝜌g𝜇g + 𝜌b𝜇b

𝜇g + 𝜇b
 (5. 16) 

 

また，簡略化モデルを基礎とした基準砥粒・結合剤の体積 Vg+b,sは次式で表される． 

 

𝑉g+b,s = ∫
4

3
𝜋{𝑝(𝑟g)𝑟g(𝑏 + 1)}

3∞

0

𝑑𝑟g (5. 17) 

 

 (5. 16)式，(5. 17)式およびカーネル関数Wより，基準砥粒・結合剤を表す基準 SPH粒子

がその中心から距離 xに有する微小質量∆𝑚sph,s(𝑥, ℎs)は次式で求められる． 

 

∆𝑚sph,s(𝑥, ℎs) = 𝜌g+b𝑉g+b,s𝑊(𝑥, ℎs) (5. 18) 

 

ここで，hsは基準 SPH 粒子に対応する基準スムージング長である．なお，基準砥粒・結合

剤に基づき(5. 18)式を導出したため自明であるが，基準 SPH粒子 1個あたりの質量msph,sは

次式で表される． 

 

𝑚sph,s = ∫ ∆𝑚sph,s(𝑥, ℎs)𝑑𝑥
∞

−∞

= 𝑚g+b,s (5. 19) 

 

図 5. 8に，(5. 14)式の基準砥粒・結合剤と，(5. 18)式の基準 SPH粒子の物理量(質量)分

布の比較を示す．なお，(5. 18)式の変数である基準スムージング長 hsは，x=0における微小

質量が(5. 14)式と(5. 18)式で一致する値を導出し，hs=0.186mm とした．この値はWA46O8V

砥石固有の値であり，粒径，粒度および結合剤率によって変化する．本研究で定義した(5. 
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14)式の基準砥粒・結合剤の微小質量関数∆𝑚g+b,s(𝑥)は中央にピークを持つ末広がりな形

をしており，(5. 18)式におけるカーネル関数に基づく基準 SPH 粒子の分布形状と非常に近

いことが確認できる．Radiossではカーネル関数に 3次スプライン関数が用いられているため，

影響範囲は若干 SPH 粒子の方が広くなっているものの，実際の砥粒は図 5. 7 の簡略化モ

デルのような真球形ではなく不規則な形をしており，通過したふるいの目よりも長い辺を有す

る場合もあるため，(5. 14)式と(5. 18)式の誤差はある程度許容されるものと考えられる．なお，

砥粒径のばらつきがより大きく標準偏差 s も大きい場合，この誤差はより小さくなる．従って，

砥粒のように寸法のばらつきがある物体において，本研究の手法は効果的であると言える． 

 

 

 

  

 

図 5. 8 基準砥粒・結合剤と基準 SPH粒子の物理量(質量)分布 

0

1

2

3

4

5

6

7

-400 -300 -200 -100 0 100 200 300 400

質
量
分
布
×

1
0

-1
0

k
g
/m

m
2

距離 x μm

基準砥粒・結合剤((3. 14)式)

基準SPH粒子((3. 18)式)



96 

 

５．３．４ スケーリング 

前項において導出した WA46O8V砥石の基準スムージング長 hsは実際の砥粒の粒径等

に基づいて導出した基準砥粒・結合剤の寸法に対応したものであり，解析時にはソリッド要

素の大きさに合わせてスケーリングを行う必要がある．Solid to SPHによって 1個のテトラソリ

ッド要素を 1個の SPH粒子に置き換える場合，矛盾が生じないようその質量は保存されるべ

きである．従って，任意のソリッド要素長 l から成る正四面体のテトラソリッド要素に対応する

SPH粒子が持つべき質量 msphは次式で表される． 

 

𝑚sph = 𝜌
√2

12
𝑙3 = 𝑚sph,s (

𝑙

𝑙s
)
3

 (5. 20) 

 

ここで，ls は基準 SPH 粒子に対応する基準ソリッド要素長であり，WA46O8V において質

量の保存を考慮した場合，ls=0.782mmである．従って，図 5. 4の解析モデルにおいてソリッ

ド要素長 l は 1mm であるから，圧縮試験解析において用いるスムージング長 h は次の式で

求められる． 

 

ℎ = ℎs
𝑙

𝑙s
= 0.238 mm (5. 21) 
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５．４ 圧縮解析結果 

５．４．１ 有限要素法および粒子法との比較 

解析手法毎の砥石破壊形状の再現性を評価するため，第 5. 3 項で述べた Solid to SPH

解析と，有限要素法および粒子法の解析結果を比較する．表 5. 1に解析条件一覧を示す．

また，図 5. 9に解析結果における荷重-変位関係の比較を示す．なお，材料構成則，ソリッド

要素長，初期粒子間距離は同一とし，条件 1 は本研究の提案手法である第 5. 3 項の Solid 

to SPH，条件 2 は有限要素法，条件 3 は(5. 21)式のスムージング長を用いた粒子法，条件

4は一般的な長さのスムージング長(粒子間距離の 1.5倍)を用いた粒子法とした． 

解析の結果，条件 1 のみが圧縮試験同様に(5. 1)式に沿った荷重増加傾向を示し，圧縮

変位 5.5mm 付近での荷重低下も再現した．有限要素法のみである条件 2 は破断条件に至

った圧縮面の要素が逐次削除されるため剛体板との接触が断続的になり，圧縮荷重もほと

んど増加しなかった．また粒子法のみの場合，条件 3では初期状態から図 5. 6(b)のような疎

な状態となり圧縮荷重が低く，逆に条件 4では破断応力に至った後も常に図 5. 6(a)のような

密な状態となるため圧縮荷重が高くなったものと考えられる． 

 

表 5. 1 解析手法の影響に関する比較のための解析条件一覧 

 解析手法 
スムージング長 

h mm 
備 考 

条件 1 
Solid to SPH 

(提案手法) 
0.238 (5. 21)式により導出したスムージング長 

条件 2 有限要素法 - ソリッド要素削除まで条件 1 と同様 

条件 3 粒子法 0.238 (5. 21)式により導出したスムージング長 

条件 4 粒子法 0.612 初期粒子間距離の 1.5倍のスムージング長 
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図 5. 10 に圧縮変位 6mm における試験片モデルの断面を示す．条件 1 の図 5. 10(a)は

砥石を表すソリッド要素部分の圧縮方向変位が 0.1mm 未満と未破壊箇所の形状は維持さ

れ，図 5. 2(a)に示した実際の圧縮試験で得られたクレータ損傷と砥粒・結合剤の堆積，およ

び亀裂発生の再現が確認できた．一方，条件 2 の図 5. 10(b)では，破断条件に至った要素

が削除されるためクレータ損傷は生じず，圧縮面は平坦になった．粒子法解析の結果を示

す図 5. 10(c)および(d)は破壊・変形の可視化のため 0.3mm 以上の圧縮方向変位が生じた

領域をコンターで示しているが，実際のクレータ損傷よりも広範囲に変形が生じ，破壊箇所

の境界が曖昧になっていることが確認できる． 

図 5. 11に条件 1において破壊に至った圧縮試験片モデルの外観を示す．条件 1ではク

レータ損傷だけでなく，破壊時の亀裂発生においても図 5. 2(b)の圧縮試験結果に概ね一致

する．従って，Solid to SPH を用いた本研究の砥石破壊解析手法は砥石の破壊を再現し得

る解析手法であることを明らかにした． 

 

 
図 5. 9 圧縮解析の荷重-変位関係 
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(a) 条件 1: Solid to SPH         (b)条件 2: 有限要素法 

(h=0.238 mm)                                    a 

  
(c) 条件 3: 粒子法             (d) 条件 4: 粒子法 

(h=0.238 mm)                 (h=0.612 mm) 

図 5. 10 解析手法毎の試験片モデル断面の破壊・変形形状 

 

図 5. 11 試験片モデルの外観と亀裂進展 

z 

x 

y 
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５．４．２ スムージング長の影響 

第 5. 3. 3項で述べた研削砥石を Solid to SPHで再現するスムージング長の計算方法の

妥当性について検討するため，スムージング長が異なる条件での解析を行い，クレータ損傷

の大きさを比較する．表 5. 2 に解析条件一覧を示す．各比較条件におけるスムージング長

について，粒子間距離未満かつ(5. 21)式よりも小さい値を条件 5，粒子間距離未満かつ(5. 

21)式よりも大きい値を条件 6，一般的な粒子間距離以上の値を条件 7および条件 8 とした．

また，クレータ損傷以外の破壊を抑制して比較を行うため，本解析では引張破断による亀裂

が生じないものとした． 

図 5. 12 に圧縮変位 6mm における圧縮試験片モデルの断面を示す．スムージング長を

粒子間距離未満とした条件 5および条件 6ではクレータ損傷の大きさに差が生じ，スムージ

ング長が粒子間距離に比べてより短い場合，クレータ損傷もより小さくなった．これは，第 5. 3. 

3 項で意図した通り，粒子間距離より短いスムージング長が物理的意味を持った事を示して

いる．一方，条件 7および 8ではクレータ損傷の大きさがほぼ同等であった．これは図 5. 6(a)

に示したように，スムージング長が粒子間距離以上の場合は物理量が一様になり，周囲の粒

子数が十分な箇所では物理的な差が生じないためと考えられる． 

図 5. 2(a)に示す実際の圧縮試験におけるクレータ損傷量と比較すると，条件 5 は損傷が

過少，条件 6～8は過剰であり，第 5. 3項の計算に基づいたスムージング長を用いた条件 1

の解析結果である図 5. 10(a)が最も実際に近くなった．従って，第 5. 3項で提案したスムージ

ング長計算方法は，研削砥石における砥粒の粒度分布や気孔の影響を考慮する上で一定

の妥当性を有していたと考えられる． 
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表 5. 2 スムージング長の影響に関する比較のための解析条件一覧 

 解析手法 
スムージング長 

h mm 初期粒子間距離に対するスムージング長比 

条件 5 

Solid to SPH 

0.102 0.25 

条件 6 0.306 0.75 

条件 7 0.612 1.5 

条件 8 0.816 2.0 

 

  

(a) 条件 5: h=0.102 mm         (b) 条件 6: h=0.306 mm 

 

  

(c) 条件 7: h=0.612 mm       (d) 条件 8: h=0.816 mm 

図 5. 12 Solid to SPHにおけるスムージング長とクレータ損傷 
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５．５ 砥石破壊解析手法を用いた円錐形飛翔体の衝突解析 

前項において圧縮試験解析における妥当性が確認された Solid to SPH による砥石破壊

解析手法を，第 4 章で行った円錐形砥石製飛翔体の衝突に適用し，衝突解析における妥

当性を検証するとともに，衝突実験式について検討する．衝突解析にあたり，第 5. 3 項で提

案した砥石破壊解析手法パラメータ導出方法を本研究の衝突実験で用いた供試研削砥石

に適用する．表 5. 3 に供試研削砥石毎のスムージング長と，その導出に用いたパラメータを

示す．なお，JIS R 600113)に基づけば，粒度分布は粒度のみに依存し，結合度や組織が異

なる場合も同一となることから，標準偏差 sはWA46O8V と同様 s=67.52 と概算した． 

表 5. 3 において，いずれの供試研削砥石も粒径は同一であるが結合剤率が異なるため，

結合剤率が高い研削砥石は基準スムージング長が比較的長くなっている．また，砥粒率の

低い WA46E12V 砥石はその他の供試研削砥石に比べて基準ソリッド要素長が長くなり，砥

粒率の低さが表現されていることが確認できる． 

 

  

表 5. 3 供試研削砥石に対応するスムージング長 

砥 石 
平均粒径 

μm 

砥粒率 

vol.% 

結合剤率 

vol.% 

基準スムージング長 

mm 

基準ソリッド要素長 

mm 

WA46O8V 355 46 23.8 0.1860 0.782 

WA46K8V 355 46 17.7 0.1818 0.782 

WA46H8V 355 46 11.6 0.1774 0.782 

WA46E12V 355 38 4.04 0.1725 0.834 

 



103 

 

５．５．１ 衝突解析モデル 

図 5. 13に衝突解析モデルを示す． ソリッド要素により作成したカバー材モデルの寸法は

衝突実験における露出部と同等の 450mm×450mm とし，板厚方向に 4 分割した．また，飛

翔体衝突部およびその近傍にあたるカバー材中央 170mm ×170mm の範囲は要素長

2.5mmに詳細分割した．要素数は 24032，節点数は 29765であり，境界条件として外周部を

完全固定としている． 

Radiossにおける Solid to SPHの制約から，衝突対象物の材料構成則に第 3. 5. 2項で用

いた多直線近似塑性が適用できないため，本章ではカバー材の材料構成則に Johnson-

Cookを用いる．Johnson-Cook構成則による流動応力 Rは次式で表される 15)． 

 

𝑅 = (𝐴 + 𝐵𝜀p
𝑛)(1 + 𝐶 ln 𝜀̇∗)(1 − 𝑇∗𝑞)  (5. 22) 

 

ここで，A は降伏応力，εp は相当塑性ひずみ，B は硬化係数，n は硬化指数である．なお，

 𝜀̇∗は相対ひずみ速度，T*は相対温度であるが，本研究ではひずみ速度係数C=0かつ T*=0

とし，ひずみ速度および温度の影響を考慮しない．各パラメータは図 3. 3におけるひずみ速

度 5.0×10-2 s-1に基づき，A=0.25，B=0.85，n=0.55 とした．なお，破断条件は引張試験結果

に基づく相当塑性ひずみを基本とするが，図 4. 6に示す実験におけるカバー材破断状況か

ら，二軸引張での破断ひずみを一軸引張の 2倍と仮定して衝突部中央での破断を抑制した． 

飛翔体モデルは主な破壊が想定される飛翔体先端部にのみ Solid to SPH を適用し，ソリ

ッド要素長 lは 5mm とした．また，飛翔体の土台部は通常のソリッド要素により作成して先端

部と剛結した．飛翔体の材料構成則は Drucker-Prager とし，パラメータは第 5. 3. 2項および

表 5. 3に準じる． 

なお，衝突解析は一定の圧縮速度で行われる圧縮試験解析に比べ，砥石破壊過程にお

いて飛翔体の減速やカバー材の変形に起因した大きな速度変化が生じる．そのため，第 5. 

3. 3項で指摘した粒子間距離に比べてスムージング長が短い場合に生じる引張不安定性に

起因すると考えられる問題が生じ，本来堆積した砥粒・結合材の圧縮および凝集により同程
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度の速度となるであろう隣接粒子間で大きな速度差を生じる場合があった．そこで，衝突解

析では XSPH による補正を行う．XSPH は Monaghan により提案された，近傍粒子の速度の

相互作用により SPHの安定性を高める補正方法であり 16)，次式により補正対象とする粒子 i

の速度 viを影響範囲内の他の粒子との速度差に応じて増減させる． 

 

𝑣�̂� = 𝑣𝑖 + 𝛼cs∑
2𝑚𝑗

𝜌𝑖 + 𝜌𝑗
𝑗

(𝑣𝑗 − 𝑣𝑖)𝑊(𝑥𝑖 − 𝑥𝑗 , ℎ)  0 ≤ 𝛼cs ≤ 1 
(5. 22) 

 

ここで，𝑣�̂�は補正後の粒子 i の速度，αcs は補正係数である．本解析では，αcs を一般的に用

いられる 0.5 とした． 

 

図 5. 13 衝突実験の解析モデル 
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５．５．２ 解析結果 

表 5. 4に衝突解析結果を示す．解析においても最小破断エネルギーについて検討できる

よう，各砥石および板厚毎に破断だけでなく未破断の結果も得た．  

図 5. 14に解析結果の一例として，先端角 90°のWA46H8V飛翔体における板厚 3.2mm

のカバー材破断時の損傷状態を示す．図 5. 14(a)の衝突断面および図 5. 14(b)のカバー材

裏面から見た亀裂進展の様相から，飛翔体のクレータ損傷および損傷直径と概ね同等のカ

バー材破断が確認され，本研究の砥石破壊解析手法を用いた衝突解析が図 4. 3 から図 4. 

6 に示した衝突実験結果における飛翔体，カバー材双方の損傷をよく再現していることが確

認できる． 

表 5. 4 先端角 90°の円錐形飛翔体による衝突解析結果 

砥 石 板 厚 mm 衝突エネルギー J 結 果 

WA46H8V 

2.3 
2500 ○ 

3000 △ 

3.2 
8000 ○ 

7000 △ 

4.0 
14000 ○ 

15000 △ 

WA46K8V 

2.3 
1500 ○ 

1750 △ 

3.2 
3250 ○ 

3750 △ 

4.0 
5500 ○ 

6000 △ 

WA46O8V 

2.3 
750 ○ 

1000 △ 

3.2 
1300 ○ 

1800 △ 

4.0 
2500 ○ 

3000 △ 
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(a) 飛翔体衝突断面のクレータ損傷 

 

(b) カバー材裏面の亀裂進展 

図 5. 14 WA46H8V製円錐形飛翔体による衝突解析 

(衝突エネルギー: 8000J, カバー材板厚: 3.2mm) 

z 

x 

z 

x y 
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図 5. 15に解析結果と実験結果の比較を示す．衝突解析の結果得られた最小破断エネル

ギーは，飛翔体に用いた研削砥石の種類によらず実験結果と概ね一致していることが確認

できる．実験結果における未破断の最大衝突エネルギーから最小破断エネルギーの範囲に

解析結果の最小破断エネルギーが収まらなかった条件についても，その相対誤差は最大で

6.5%であった．従って，Solid to SPHによる砥石破壊解析手法を適用した砥石の破壊を伴う

衝突解析は，定性的な砥石とカバー材の破壊挙動および定量的な最小破断エネルギー両

面において，実現象に対して一定の整合性を有した解析が可能であるといえる． 

 

 

 

  

 

図 5. 15 最小破断エネルギーとカバー材板厚の関係(衝突解析) 

𝐸pmin = 23.42 (
𝑅m
𝜎m
)
1.5

𝑡2.5 
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５．５．３ 砥石破壊解析手法による最小破断エネルギー実験式の検証 

実現象と一定の整合性が確認された本研究の提案手法による衝突解析を用い，第 4章で

提案した円錐形飛翔体の最小破断エネルギーに関する衝突実験式である(4. 10)式につい

て，特に円柱形飛翔体の衝突実験式である(3. 13)式と異なる値となったカバー材板厚乗数

の妥当性を検証する．図 5. 16に，衝突解析における板厚 2.3mmの SS400製カバー材モデ

ルの破断直後の相当塑性ひずみ分布を示す．図 5. 16(a)は第 3. 5. 1 項で行った破壊を考

慮しない円柱形飛翔体の衝突解析のものであり，飛翔体エッジ部の接触箇所に相当塑性ひ

ずみが高い赤色の領域が集中している．一方，図 5. 16(b)に示すWA46H8V製円錐形飛翔

体の衝突解析においては，破断箇所の内側にあたる衝突面全体に相当塑性ひずみが高い

領域が広がっていることが確認できる．第 4. 4. 2項では円錐形飛翔体の板厚乗数が円柱形

飛翔体と異なる原因として塑性変形場の複雑さが増すことをあげたが，解析結果からも塑性

ひずみが高い箇所がカバー材破断箇所に集中せず，円柱形飛翔体の衝突と異なる様相と

なることが確認できた． 

表 5. 5に，衝突実験を行うことができなった板厚 4.0mm を超える SS400 製カバー材に対

する円錐形飛翔体の衝突解析結果を示す．なお，衝突対象とするカバー材板厚は 1.0mm

単位で厚さを変更したが，WA46H8V は板厚 5.0mm を破断することなく図 5. 11 のように飛

翔体先端部が破壊したため，表 5. 5 から除外した．また，WA46K8V は板厚 6.0mm，

WA46O8V は板厚 9.0mm で同様に飛翔体先端部に破壊が生じカバー材を破断しなかった

ため，最小破断エネルギーが得られたカバー材板厚までの解析結果を示している． 

図 5. 17に，表 5. 5において十分な解析データ数が得られたWA46O8V円錐形飛翔体に

ついて，実験および解析から得られた飛翔体衝突エネルギーとカバー材板厚の関係を示す．

なお，図中の曲線は衝突実験における最大板厚 4.0mm の最小破断エネルギー2628J を基

準値としたカバー材板厚の影響毎の予測線であり，実線は円錐形飛翔体の実験式である(4. 

10)式に準じ基準値を通り板厚の 2.5乗，破線は円柱形飛翔体の実験式である(3. 13)式に準

じ基準値を通り板厚の 2乗としている．基準値を通る各予測線は次式で表される． 
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(a) 円柱形飛翔体の衝突(7850J) 

 

(b) WA46H8V円錐形飛翔体の衝突(3000J) 

図 5. 16 カバー材破断直後の相当塑性ひずみ分布(SS400, t=3.2mm) 
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図 5. 17 WA46O8V円錐形飛翔体の実験・解析結果と Epmin予測式の板厚乗数 

𝐸pmin = 82.56𝑡2.5  

𝐸pmin = 164.3𝑡2  

基準最小破断エネルギー(2628J) 

表 5. 5 先端角 90°の円錐形飛翔体による衝突解析結果(カバー材板厚 5.0mm以上) 

砥 石 板 厚 mm 衝突エネルギー J 結 果 

WA46K8V 5.0 
1500 ○ 

1750 △ 

WA46O8V 

5.0 
4500 ○ 

5000 △ 

6.0 
7000 ○ 

8000 △ 

7.0 
10000 ○ 

11000 △ 

8.0 
15000 ○ 

16000 △ 
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𝐸pmin = 82.56𝑡2.5  (5. 23) 

 

𝐸pmin = 164.3𝑡2  (5. 24) 

 

図 5. 17における実験，解析結果と予測線(5. 23)式および(5. 24)式の比較から，カバー材

板厚乗数を 2.5 とした(5. 23)式が最小破断エネルギーに対するカバー材板厚の影響を的確

に表しているといえる．従って，円錐形飛翔体の衝突における最小破断エネルギーは，第 4

章の考察の通りカバー材板厚の 2.5乗に比例することが確認された． 

なお，第 4章で導出した最小破断エネルギーの実験式である(4. 10)式は任意のカバー材

と砥石圧縮強度について最小破断エネルギーを導出可能である一方，SS400製カバー材に

対する WA46O8V の衝突においては，図 5. 17 より実験および解析結果との一致が確認さ

れた(5. 23)式に比べて最小破断エネルギーを 1.33 倍過大評価していることが明らかとなっ

た．この誤差は ISO16089における安全率である衝突エネルギーの 1.44 倍の範囲内ではあ

るものの，砥石カバーの材質を SS400，想定される飛散砥石の圧縮強度を WA46O8V 砥石

と同様の 171MPa 前後に限定できる場合は，(5. 23)式によりカバー材板厚を導出することが

安全設計上望ましいと考えらえられる． 
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５．６ まとめ 

Solid to SPHを用いた砥石破壊解析手法を提案し，同手法を用いた円錐形飛翔体の衝突

解析を行い，以下の結論を得た． 

1) ソリッド要素を砥石，SPH粒子を砥粒・結合剤と捉え，粒度，粒径および気孔の影

響を考慮した解析を行うためのモデル化手法および主要パラメータであるスムー

ジング長の導出手法を提案した． 

2) Solid to SPHを用いた砥石圧縮解析は荷重－変位関係および破壊形態について実際

の圧縮試験結果と概ね一致し，提案手法の妥当性を示した． 

3) 従来手法として比較した有限要素法および粒子法単独での解析結果は荷重－変位

関係，破壊形態共に圧縮試験結果と異なり，相対的に提案手法に優位性があること

を示した． 

4) 砥石破壊解析手法を適用した円錐形飛翔体の衝突解析は砥石の種類によらず，定

性的な砥石とカバー材の破壊挙動および定量的な最小破断エネルギー両面におい

て実現象を概ね再現することが確認された． 

5) 衝突解析結果から，飛翔体の衝突によって形成されるカバー材の塑性変形場は飛

翔体先端形状の影響を受け，円柱形飛翔体ではカバー材破断箇所に大きな塑性ひ

ずみが集中する一方，円錐形飛翔体では破断箇所内側の衝突面全域に大きな塑性

ひずみが生じることを確認した． 

6) 未実験カバー材板厚における円錐形飛翔体の衝突解析より，板厚乗数を2.5とした

第4章の円錐形飛翔体最小破断エネルギー実験式の妥当性を示した． 
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第６章 結 論 

６．１ 研究成果の概要 

本論文では，砥石片飛散による労働災害リスクに着目するとともに，その主な安全機構で

ある研削盤砥石カバーの衝突現象を明らかにすることを目的とし，一般砥石製飛翔体による

衝突実験および解析を行い，以下の結論を得た． 

1) カバー材の塑性変形による衝突エネルギー吸収に着目し，特に金属製カバー材の

塑性変形場が降伏比によって概ね決定されることを，有限要素法解析および曲げ

モーメント比に基づく考察から明らかにした． 

2) 金属製カバー材の貫通境界エネルギーが応力－ひずみ線図の積分値である全塑性

仕事に比例し，塑性変形場のパラメータである降伏比に反比例することを明らか

にし，円柱形飛翔体の衝突安全性実験式を導出した． 

3) 砥石破壊の影響を考慮した衝突安全性の予測においては損傷後の飛翔体直径が重

要であることを明らかにし，任意の圧縮強度を有する研削砥石に適用可能な衝突

安全性実験式を導出した． 

4) 研削砥石の特徴である砥粒の粒径，粒度および結合剤や気孔の割合といった要素

を粒子法のスムージング長に落とし込み，ソリッド要素を破壊前の砥石，SPH 粒子を

砥石破壊後に細粉した砥粒・結合剤と捉えた Solid to SPHによる砥石破壊解析手法を

提案した． 

5) Solid to SPHによる砥石破壊解析手法を用いた衝突解析により，衝突実験との整合

性を確認するとともに，衝突実験式及び考察の妥当性を明らかにした． 

以上，本論文では研削盤砥石カバーの衝突安全性について，多様なカバー材に対応可

能な重要指標としてカバー材の塑性変形場と降伏比の関係を明らかにし，これに研削砥石

の破壊を加味した衝突安全性実験式を提案した．また，砥石衝突を定性的かつ定量的に再

現可能な砥石破壊解析手法を新たに提案し，実験と解析相互に妥当性を確認した．これに

より，研削盤砥石カバー衝突安全性の予測方法として実験式および解析手法の 2つの手段

を確立した． 
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６．２ 研究成果に基づく研削盤砥石カバーの板厚 

本論文で導出した砥石衝突に関する安全性実験式は，現行の研削盤の安全性に関する

国際規格 ISO 160891)における砥石カバー板厚規定において考慮されていなかった，カバ

ー材および研削砥石の機械的性質を考慮したものである．そこで，ISO 16089における砥石

カバー板厚の導出式である(1. 2)式を本研究の衝突安全性予測式に置き換えた場合の板厚

表を現行の ISO 16089 や研削盤等構造規格 2)と比較し，研削盤砥石カバーの板厚につい

て本論文の研究成果に基づく考察と提案を行う． 

 

６．２．１ ISO 16089における砥石カバー板厚の導出方法の補足 

ISO 16089における砥石カバー板厚の概要は第 1. 3. 1項で述べた通りであるが，ここでは

研究成果との比較の前提となるその他のルールについて補足する．砥石カバーの板厚は(1. 

1)式により導出される砥石片の最大並進エネルギーに基づいて導出される．この時，並進エ

ネルギーが最大となる砥石片形状は図 1. 5の通り砥石片の角度が 134°の時であるため，砥

石カバーの板厚導出にあたって(1. 1)式の変数となるのは，砥石の周速度𝑉，外径𝑟𝑜，内径𝑟𝑖

および質量 mである．ここで砥石内径は，砥石内外径比が外径 508mm以下では 0.2，外径

508mm を超える場合は 0.4 と定められていることから，砥石外径より決定される．また，砥石

の質量に関しては，想定する砥石の密度が 2400kg/m3と定められているため，砥石の外径，

内径に加え，砥石幅 Tを変数とすることで，砥石片の体積から導出することができる． 

一例として表 6. 1に，現行の ISO 16089における鋼板の板厚表を示す．前述の通り，砥石

周速度，砥石外径および砥石幅が変数として用いられていることが確認できる．なお，表 6. 1

の板厚表において示されるカバー材板厚の最小単位が 0.5mm となっているが，これはカバ

ー材板厚について 1.5mm以上かつ 0.5mm刻みとされているためであり，(1. 2)式から導出さ

れる板厚を切り上げた値が板厚表に記載されている．また，砥石カバーの安全率について

は第 1. 3 .2項で述べた板厚表の代替として独自に試験を行う場合を対象とした規定にのみ

周速度の 1.2倍を安全率として考慮する旨が記載されており，元々の規定である(1. 2)式から

導出された表 6. 1の板厚表では周速度 1.0倍で計算された Etransが用いられている．  
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表 6. 1 ISO 16089における鋼板の砥石カバー板厚表 

周速度 

V 

(m/s) 

砥石厚さ 

T 

(mm) 

砥石外径 D (mm) 

125 200 315 406 508 610 762 914 1067 1250 

32 

25 1.5  2.5  3.0  4.0  4.5  5.0  6.0  7.0  8.0  8.5  

50 2.0  3.0  4.0  5.0  6.0  6.5  8.0  9.0  10.0  11.0  

100 2.5  4.0  5.0  6.5  7.5  8.5  10.0  11.5  13.0  14.5  

160 3.0  4.5  6.0  7.5  9.0  10.0  12.0  13.5  15.0  17.0  

200 3.5  5.0  7.0  8.0  9.5  11.0  13.0  15.0  16.5  18.5  

250 4.0  5.5  7.5  9.0  10.5  12.0  14.0  16.0  18.0    

315     8.0  10.0  11.5  13.0  15.5  17.5      

400       10.5  12.5  14.0  17.0  19.0      

500         13.5  15.5  18.0        

600         15.5  16.5  19.5        

40 

25 2.0  2.5  3.5  4.5  5.5  6.0  7.0  8.0  9.0  10.5  

50 2.5  3.5  5.0  6.0  7.0  8.0  9.0  10.5  12.0  13.0  

100 3.0  4.5  6.0  7.5  9.0  10.0  12.0  13.5  15.0  17.0  

160 3.5  5.0  7.0  9.0  10.5  12.0  14.0  16.0  18.0  20.5  

200 4.0  5.5  8.0  9.5  11.5  13.0  15.5  17.5  19.5  22.0  

250 4.5  6.0  8.5  10.5  12.5  14.0  16.5  19.0  21.5    

315     9.5  11.5  13.5  15.5  18.0  20.5      

400       12.5  14.5  17.0  20.0  22.5      

500         16.0  18.0  21.5        

600         17.0  19.5  23.0        

50 

25 2.5  3.0  4.5  5.0  6.0  7.0  8.5  9.5  11.0  12.0  

50 3.0  4.0  5.5  7.0  8.0  9.0  11.0  12.5  14.0  15.5  

100 3.5  5.0  7.5  9.0  10.5  12.0  14.0  16.0  18.0  20.0  

160 4.5  6.0  8.5  10.5  12.5  14.0  16.5  19.0  21.5  24.0  

200 5.0  6.5  9.5  11.5  13.5  15.5  18.0  20.5  23.0  26.0  

250 5.0  7.0  10.0  12.0  14.5  16.5  19.5  22.5  25.0    

315     11.0  13.5  15.5  18.0  21.5  24.5      

400       14.5  17.0  20.0  23.5  26.5      

500         18.5  21.5  25.5        

600         20.0  23.0  27.0        

63 

25 2.5  3.5  5.0  6.0  7.5  8.5  10.0  11.5  12.5  14.5  

50 3.5  5.0  6.5  8.0  9.5  11.0  13.0  14.5  16.5  18.5  

100 4.5  6.0  8.5  10.5  12.0  14.0  16.5  19.0  21.0  24.0  

160 5.0  7.0  10.0  12.5  14.5  16.5  19.5  22.5  25.0  28.5  

200 5.5  8.0  11.0  13.5  16.0  18.0  21.5  24.5  27.5    

250 6.0  8.5  12.0  14.5  17.0  20.0  23.0  26.5      

315     13.0  16.0  18.5  21.5  25.5        

400       17.5  20.5  23.5  27.5        

500         22.0  25.5          

600         23.5  27.0          

80 

25 3.0  4.5  6.0  7.5  9.0  10.0  12.0  13.5  15.0  17.0  

50 4.0  5.5  8.0  9.5  11.5  13.0  15.5  17.5  19.5  22.0  

100 5.0  7.5  10.5  12.5  14.5  17.0  20.0  22.5  25.5  28.5  

160 6.0  8.5  12.0  14.5  17.5  20.0  23.5  27.0      

200 6.5  9.5  13.0  16.0  19.0  21.5  25.5        

250 7.5  10.5  14.5  17.5  20.5  23.5  28.0        

315     15.5  19.0  22.0  25.5          

400       20.5  24.5  28.0          

100 

25 3.5  5.0  7.5  9.0  10.5  12.0  14.0  16.0  18.0  20.0  

50 4.5  6.5  9.5  11.5  13.5  15.5  18.0  20.5  23.0  26.0  

100 6.0  8.5  12.0  14.5  17.0  20.0  23.5  26.5      

160 7.5  10.5  14.5  17.5  20.5  23.5  27.5        

200 8.0  11.0  15.5  19.0  22.0  25.5          

125 

25 4.5  6.0  8.5  10.5  12.0  14.0  16.5  19.0      

50 5.5  8.0  11.0  13.5  15.5  18.0  21.5  24.5      

100 7.0  10.0  14.0  17.0  20.0  23.5  27.5        

160 8.5  12.0  17.0  20.5  24.0  27.5          
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６．２．２ 砥石カバー板厚の提案と比較  

本研究では，カバー材および研削砥石の機械的性質を考慮した衝突安全性実験式とし

て次の式を導出した． 

 

𝐸pmin = 90.53
𝑈

𝑌R
(
𝑅m
𝜎m

)
1.5

𝑡2.5 (4. 10) 

 

(4. 10)式を(1. 2)式と同様，板厚について整理し，最小破断エネルギーEpminを砥石片の最

大並進エネルギーEtransとみなせば，必要な砥石カバーの板厚は次式で表される． 

 

𝑡 = 0.165 (
𝜎m
𝑅m

)
0.6

(
𝑌R
𝑈
𝐸trans)

0.4

 (6. 1) 

 

(6. 1)式には任意のカバー材および砥石の機械的性質を適用することが可能であるが，研

削砥石については前述の通り ISO 16089において想定する砥石の密度が 2400kg/m3と定め

られているため，表 2. 2および表 2. 3から，密度が概ね一致するWA46O8V砥石の圧縮強

度 σm=171 MPa を採用する．なお，第 5 章において(5. 23)式との比較から指摘したとおり，

WA46O8V砥石の衝突において(4. 10)式は実験・解析結果に対して最小破断エネルギーで

最大 1.33 倍，カバー材板厚で 1.12 倍の誤差が含まれるが，ISO 16089 における安全率は

最大並進エネルギーで 1.44倍，カバー材板厚で 1.16倍となるため，独自試験を行った場合

の規定通りに砥石周速度の 1.2倍を安全率として考慮することで必要な補正が行われる． 

また，(4. 5)式を砥石カバー板厚について整理することで，任意の砥石圧縮強度と飛翔体

直径において破断しうる限界の板厚を導出することができる．この時，飛翔体直径を砥石片

における砥石幅 T とみなせば，衝突安全性確保において必要なカバー材板厚は次式で表

される． 

 

𝑡 ≤ 0.547
𝜎m
𝑅m

𝑇 (6. 2) 
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ただし，(6. 2)式において元となった(4. 5)式における飛翔体直径を砥石幅とみなしてよいか，

例えば砥石幅ではなく想定される衝突面の最長辺を飛翔体直径と置き換えるべきか等につ

いては議論の余地があるため，(6. 2)式の導出結果は参考値に留めるものとする． 

本章では，以上の (6. 1)式および(6. 2)式を(1. 2)式の代替として用い，砥石カバー板厚表

を作成する．対象とするカバー材は国内における一般的なカバー材である一般構造用圧延

鋼板 SS400，近年利用が拡大しているステンレス鋼板 SUS304に加え，欧州における一般的

なカバー材である冷間圧延鋼板DC01 とする．なお，これらの鋼板は現行の ISO 16089にお

いていずれも表 6. 1 の板厚表によりカバー材板厚が決定されている．表 6. 2 に各カバー材

の機械的性質を示す．SS400 および SUS304 の機械的性質は表 3. 1 および表 3. 3 と同様

であり，DC01の機械的性質は第 3. 2項の引張試験方法によって新たに取得した． 

 図 6. 1に一例として，砥石周速度 50m/s，砥石厚さ 100mmにおける砥石カバー板厚の比

較を示す．また，表 6. 3に SS400，表 6. 4に SUS304，表 6. 5に DC01の板厚表を示す．な

お，表中に赤字で示したものは(6. 1)式により導出した板厚が破断限界に関する(6. 2)式の範

囲外となっており，衝突間の砥石破壊が大きく進展することで，実際に必要な砥石カバー板

厚が表中の値よりも薄くなる可能性があるものである． 

図 6. 1 において，研削盤等構造規格における砥石カバー板厚は(6. 1)式により導出した

SS400 製砥石カバーの板厚と概ね一致しており，国内での利用において適切な規格であっ

たと考えられる．ISO 16089 における砥石カバー板厚は(6. 1)式により導出した DC01 よりも

1.17～1.36倍厚い板厚を規定しており，実現象に対してより厳しい要求を行っているという点

で Mewes らによる報告 3)と一致した．また，(6. 1)式による DC01 製砥石カバーの板厚は

SS400 製砥石カバーの 1.33 倍となり，EN 規格を基礎とする ISO 16089 の板厚規定が研削

盤等構造規格にくらべてより厚い板厚を規定していた背景として，主に用いられてきたカバ
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ー材の機械的性質の違いが示唆された．SUS304製砥石カバーについては，現行規格にお

いて同じ板厚表で規定されている DC01 製砥石カバーの 0.38 倍の板厚で同等の衝突安全

性が確保できることから，個別の板厚表を作成することが適当であると考えられる． 

 

 

表 6. 2 板厚表作成の対象とするカバー材の機械的性質(ひずみ速度 5.0×10-2 s-1) 

材 料 
引張強さ  

Rm MPa 

降伏応力  

Re MPa 

伸 び 

εb 

降伏比 

YR 

全塑性仕事 

U J/mm3 

SS400 479  314 0.39 0.66 0.1685 

SUS304 649 311 0.76 0.48 0.4208 

DC01 327 229 0.53 0.70 0.1573 

 

 

図 6. 1 本研究による砥石カバーの提案板厚と既存の規格の比較例 
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表 6. 3 (6. 1)式に基づく SS400製砥石カバーの板厚表 

周速度 

V 

(m/s) 

砥石厚さ 

T 

(mm) 

砥石外径 D (mm) 

125 200 315 406 508 610 762 914 1067 1250 

32 

25 1.5  1.5  2.0  2.0  2.5  3.0  3.5  4.0  4.5  5.0  

50 1.5  1.5  2.5  3.0  3.5  4.0  4.5  5.5  6.0  6.5  

100 1.5  2.0  3.0  3.5  4.5  5.0  6.0  7.0  8.0  9.0  

160 2.0  2.5  3.5  4.5  5.0  6.0  7.0  8.5  9.5  10.5  

200 2.0  3.0  4.0  5.0  5.5  6.5  8.0  9.0  10.0  11.5  

250 2.0  3.0  4.5  5.0  6.0  7.0  8.5  10.0  11.0    

315     4.5  5.5  7.0  8.0  9.5  10.5      

400       6.0  7.5  8.5  10.0  12.0      

500         8.0  9.5  11.0        

600         8.5  10.0  12.0        

40 

25 1.5  1.5  2.0  2.5  3.0  3.5  4.0  5.0  5.5  6.0  

50 1.5  2.0  3.0  3.5  4.0  4.5  5.5  6.5  7.0  8.0  

100 2.0  2.5  3.5  4.5  5.0  6.0  7.0  8.0  9.0  10.5  

160 2.0  3.0  4.5  5.0  6.0  7.0  8.5  10.0  11.0  12.5  

200 2.5  3.5  4.5  5.5  6.5  8.0  9.5  10.5  12.0  13.5  

250 2.5  3.5  5.0  6.0  7.5  8.5  10.0  11.5  13.0    

315     5.5  7.0  8.0  9.5  11.0  13.0      

400       7.5  9.0  10.0  12.0  14.0      

500         9.5  11.0  13.5        

600         10.5  12.0  14.5        

50 

25 1.5  2.0  2.5  3.0  3.5  4.0  5.0  5.5  6.5  7.0  

50 1.5  2.5  3.5  4.0  4.5  5.5  6.5  7.5  8.5  9.5  

100 2.0  3.0  4.5  5.0  6.0  7.0  8.5  9.5  11.0  12.5  

160 2.5  3.5  5.0  6.0  7.5  8.5  10.0  11.5  13.0  15.0  

200 3.0  4.0  5.5  6.5  8.0  9.5  11.0  13.0  14.5  16.5  

250 3.0  4.5  6.0  7.5  8.5  10.0  12.0  14.0  15.5    

315     6.5  8.0  9.5  11.0  13.0  15.0      

400       9.0  10.5  12.0  14.5  16.5      

500         11.5  13.5  16.0        

600         12.5  14.5  17.0        

63 

25 1.5  2.0  3.0  3.5  4.5  5.0  6.0  7.0  7.5  8.5  

50 2.0  3.0  4.0  4.5  5.5  6.5  7.5  9.0  10.0  11.5  

100 2.5  3.5  5.0  6.0  7.5  8.5  10.0  11.5  13.0  15.0  

160 3.0  4.5  6.0  7.5  9.0  10.0  12.0  14.0  16.0  18.0  

200 3.5  4.5  6.5  8.0  9.5  11.0  13.5  15.5  17.5    

250 3.5  5.0  7.0  9.0  10.5  12.0  14.5  16.5      

315     8.0  9.5  11.5  13.5  16.0        

400       10.5  12.5  14.5  17.5        

500         13.5  16.0          

600         14.5  17.0          

80 

25 2.0  2.5  3.5  4.5  5.0  6.0  7.0  8.0  9.0  10.5  

50 2.5  3.5  4.5  5.5  6.5  8.0  9.5  10.5  12.0  13.5  

100 3.0  4.5  6.0  7.5  9.0  10.0  12.0  14.0  16.0  18.0  

160 3.5  5.0  7.5  9.0  10.5  12.5  14.5  17.0      

200 4.0  5.5  8.0  9.5  11.5  13.5  16.0        

250 4.5  6.0  8.5  10.5  12.5  14.5  17.5        

315     9.5  11.5  14.0  16.0          

400       12.5  15.0  17.5          

100 

25 2.0  3.0  4.5  5.0  6.0  7.0  8.5  9.5  11.0  12.5  

50 3.0  4.0  5.5  6.5  8.0  9.5  11.0  13.0  14.5  16.5  

100 3.5  5.0  7.0  9.0  10.5  12.0  14.5  16.5      

160 4.5  6.0  8.5  10.5  12.5  14.5  17.5        

200 4.5  6.5  9.5  11.5  14.0  16.0          

125 

25 2.5  3.5  5.0  6.0  7.5  8.5  10.0  11.5      

50 3.5  4.5  6.5  8.0  9.5  11.0  13.0  15.0      

100 4.0  6.0  8.5  10.5  12.5  14.5  17.5        

160 5.0  7.5  10.5  12.5  15.0  17.5          
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表 6. 4 (6. 1)式に基づく SUS304製砥石カバーの板厚表 

周速度 

V 

(m/s) 

砥石厚さ 

T 

(mm) 

砥石外径 D (mm) 

125 200 315 406 508 610 762 914 1067 1250 

32 

25 1.5  1.5  1.5  1.5  1.5  1.5  2.0  2.0  2.5  2.5  

50 1.5  1.5  1.5  1.5  2.0  2.0  2.5  3.0  3.0  3.5  

100 1.5  1.5  1.5  2.0  2.5  2.5  3.0  3.5  4.0  4.5  

160 1.5  1.5  2.0  2.5  3.0  3.0  4.0  4.5  5.0  5.5  

200 1.5  1.5  2.0  2.5  3.0  3.5  4.0  4.5  5.5  6.0  

250 1.5  1.5  2.5  3.0  3.5  4.0  4.5  5.0  6.0    

315     2.5  3.0  3.5  4.0  5.0  5.5      

400       3.5  4.0  4.5  5.5  6.0      

500         4.0  5.0  6.0        

600         4.5  5.5  6.0        

40 

25 1.5  1.5  1.5  1.5  1.5  2.0  2.5  2.5  3.0  3.0  

50 1.5  1.5  1.5  2.0  2.0  2.5  3.0  3.5  3.5  4.0  

100 1.5  1.5  2.0  2.5  3.0  3.0  3.5  4.5  5.0  5.5  

160 1.5  1.5  2.5  3.0  3.5  4.0  4.5  5.0  6.0  6.5  

200 1.5  2.0  2.5  3.0  3.5  4.0  5.0  5.5  6.5  7.0  

250 1.5  2.0  2.5  3.5  4.0  4.5  5.5  6.0  7.0    

315     3.0  3.5  4.0  5.0  6.0  6.5      

400       4.0  4.5  5.5  6.5  7.5      

500         5.0  6.0  7.0        

600         5.5  6.0  7.5        

50 

25 1.5  1.5  1.5  1.5  2.0  2.5  2.5  3.0  3.5  4.0  

50 1.5  1.5  2.0  2.0  2.5  3.0  3.5  4.0  4.5  5.0  

100 1.5  1.5  2.5  3.0  3.0  3.5  4.5  5.0  5.5  6.5  

160 1.5  2.0  2.5  3.5  4.0  4.5  5.5  6.0  7.0  7.5  

200 1.5  2.0  3.0  3.5  4.0  5.0  6.0  6.5  7.5  8.5  

250 1.5  2.5  3.0  4.0  4.5  5.5  6.5  7.0  8.0    

315     3.5  4.0  5.0  6.0  7.0  8.0      

400       4.5  5.5  6.5  7.5  8.5      

500         6.0  7.0  8.0        

600         6.5  7.5  9.0        

63 

25 1.5  1.5  1.5  2.0  2.5  2.5  3.0  3.5  4.0  4.5  

50 1.5  1.5  2.0  2.5  3.0  3.5  4.0  4.5  5.0  6.0  

100 1.5  2.0  2.5  3.5  4.0  4.5  5.5  6.0  7.0  7.5  

160 1.5  2.5  3.0  4.0  4.5  5.5  6.5  7.5  8.0  9.5  

200 2.0  2.5  3.5  4.0  5.0  6.0  7.0  8.0  9.0    

250 2.0  2.5  4.0  4.5  5.5  6.5  7.5  8.5      

315     4.0  5.0  6.0  7.0  8.0        

400       5.5  6.5  7.5  9.0        

500         7.0  8.5          

600         7.5  9.0          

80 

25 1.5  1.5  2.0  2.5  3.0  3.0  3.5  4.5  5.0  5.5  

50 1.5  2.0  2.5  3.0  3.5  4.0  5.0  5.5  6.5  7.0  

100 1.5  2.5  3.0  4.0  4.5  5.5  6.5  7.5  8.0  9.5  

160 2.0  3.0  4.0  4.5  5.5  6.5  7.5  8.5      

200 2.0  3.0  4.0  5.0  6.0  7.0  8.5        

250 2.5  3.0  4.5  5.5  6.5  7.5  9.0        

315     5.0  6.0  7.0  8.5          

400       6.5  8.0  9.0          

100 

25 1.5  1.5  2.5  3.0  3.0  3.5  4.5  5.0  5.5  6.5  

50 1.5  2.0  3.0  3.5  4.0  5.0  6.0  6.5  7.5  8.5  

100 2.0  2.5  4.0  4.5  5.5  6.5  7.5  8.5      

160 2.5  3.0  4.5  5.5  6.5  7.5  9.0        

200 2.5  3.5  5.0  6.0  7.0  8.5          

125 

25 1.5  2.0  2.5  3.0  4.0  4.5  5.0  6.0      

50 2.0  2.5  3.5  4.0  5.0  6.0  7.0  8.0      

100 2.5  3.0  4.5  5.5  6.5  7.5  9.0        

160 2.5  4.0  5.5  6.5  8.0  9.0          
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表 6. 5 (6. 1)式に基づく DC01製砥石カバーの板厚表 

周速度 

V 

(m/s) 

砥石厚さ 

T 

(mm) 

砥石外径 D (mm) 

125 200 315 406 508 610 762 914 1067 1250 

32 

25 1.5  1.5  2.5  3.0  3.5  4.0  4.5  5.5  6.0  6.5  

50 1.5  2.0  3.0  3.5  4.5  5.0  6.0  7.0  8.0  9.0  

100 2.0  3.0  4.0  5.0  5.5  6.5  8.0  9.0  10.0  11.5  

160 2.5  3.5  4.5  6.0  7.0  8.0  9.5  11.0  12.5  14.0  

200 2.5  3.5  5.0  6.5  7.5  8.5  10.5  12.0  13.5  15.0  

250 3.0  4.0  5.5  7.0  8.0  9.5  11.0  13.0  14.5    

315     6.0  7.5  9.0  10.5  12.5  14.0      

400       8.0  10.0  11.5  13.5  15.5      

500         10.5  12.5  14.5        

600         11.5  13.5  16.0        

40 

25 1.5  2.0  3.0  3.5  4.0  4.5  5.5  6.5  7.0  8.0  

50 2.0  2.5  3.5  4.5  5.0  6.0  7.0  8.0  9.5  10.5  

100 2.5  3.5  4.5  5.5  7.0  8.0  9.5  11.0  12.0  14.0  

160 3.0  4.0  5.5  7.0  8.0  9.5  11.0  13.0  14.5  16.5  

200 3.0  4.5  6.0  7.5  9.0  10.5  12.5  14.0  16.0  18.0  

250 3.5  4.5  6.5  8.0  9.5  11.0  13.5  15.5  17.5    

315     7.5  9.0  10.5  12.5  14.5  17.0      

400       10.0  11.5  13.5  16.0  18.5      

500         12.5  14.5  17.5        

600         13.5  16.0  19.0        

50 

25 1.5  2.5  3.5  4.0  4.5  5.5  6.5  7.5  8.5  9.5  

50 2.0  3.0  4.5  5.0  6.0  7.0  8.5  10.0  11.0  12.5  

100 3.0  4.0  5.5  7.0  8.0  9.5  11.0  13.0  14.5  16.5  

160 3.5  4.5  6.5  8.0  9.5  11.0  13.5  15.5  17.5  19.5  

200 3.5  5.0  7.5  9.0  10.5  12.5  14.5  17.0  19.0  21.5  

250 4.0  5.5  8.0  9.5  11.5  13.5  16.0  18.5  21.0    

315     8.5  10.5  12.5  14.5  17.5  20.0      

400       11.5  14.0  16.0  19.0  22.0      

500         15.0  17.5  21.0        

600         16.0  19.0  22.5        

63 

25 2.0  3.0  4.0  5.0  5.5  6.5  8.0  9.0  10.0  11.5  

50 2.5  3.5  5.0  6.0  7.5  8.5  10.0  11.5  13.0  15.0  

100 3.5  4.5  6.5  8.0  9.5  11.0  13.5  15.5  17.5  19.5  

160 4.0  5.5  8.0  9.5  11.5  13.5  16.0  18.5  21.0  23.5  

200 4.5  6.0  8.5  10.5  12.5  14.5  17.5  20.0  23.0    

250 4.5  6.5  9.5  11.5  14.0  16.0  19.0  22.0      

315     10.5  12.5  15.0  17.5  21.0        

400       14.0  16.5  19.5  23.0        

500         18.0  21.0          

600         19.5  22.5          

80 

25 2.5  3.5  4.5  5.5  7.0  8.0  9.5  11.0  12.0  14.0  

50 3.0  4.5  6.0  7.5  9.0  10.5  12.5  14.0  16.0  18.0  

100 4.0  5.5  8.0  10.0  11.5  13.5  16.0  18.5  21.0  24.0  

160 4.5  7.0  9.5  11.5  14.0  16.0  19.5  22.5      

200 5.0  7.5  10.5  13.0  15.5  17.5  21.0        

250 5.5  8.0  11.5  14.0  16.5  19.5  23.0        

315     12.5  15.5  18.0  21.0          

400       17.0  20.0  23.5          

100 

25 3.0  4.0  5.5  7.0  8.0  9.5  11.0  13.0  14.5  16.5  

50 3.5  5.0  7.5  9.0  10.5  12.5  14.5  17.0  19.0  21.5  

100 4.5  6.5  9.5  11.5  14.0  16.0  19.0  22.0      

160 5.5  8.0  11.5  14.0  16.5  19.5  23.0        

200 6.0  9.0  12.5  15.0  18.0  21.0          

125 

25 3.5  4.5  6.5  8.0  9.5  11.0  13.0  15.5      

50 4.5  6.0  8.5  10.5  12.5  14.5  17.5  20.0      

100 5.5  8.0  11.5  14.0  16.5  19.0  23.0        

160 6.5  9.5  13.5  16.5  20.0  23.0          
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６．３ 将来展望と課題 

本論文で提案した衝突安全性実験式および砥石破壊解析手法は，カバー材や研削砥石

の種類によらず様々な条件に対応することができ，工作機械設計時の衝突安全性検討に十

分適用可能である．研究成果の一部は ISO 16089の追補案に採用されており，今後の投票

結果によっては実際に国際規格の一部として工作機械の労働災害低減に寄与できるものと

考えられる．また，本論文の衝突安全性実験式において金属製カバー材の塑性変形場を表

す重要なパラメータとした降伏比の影響は，衝突物が研削砥石のような脆性材料か否かによ

らないことから，他分野の衝突実験式への適用も可能であると考えられる．降伏比が材料定

数に応用されることで，他分野においても衝突実験式が対象とする材料の範囲拡大に寄与

できるものと期待される． 

今後解決すべき課題としては，降伏比のみで塑性変形場の推定を行うことができなかった

PC 板や，金属製カバー材であっても塑性変形領域が固定枠まで至らない条件についての

定量化があげられる．塑性変形場と塑性変形領域が決定されるメカニズムを明らかにするこ

とで，研削盤砥石カバーとして想定されるより広範なカバー材に対応した衝突安全性予測が

可能になるものと考えられる． 
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